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Ⅰ．平成 30 年度フォローアップ結果（概要） 
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２．全体的な状況と今後の取組 

１．目的・方法等 

平成 30 年度フォローアップ結果 
 

平成 31 年 2 月 
研究大学強化促進事業推進委員会 

 研究大学強化促進事業推進委員会（以下、「本委員会」という。）では、本事業を実施する各研
究機関(以下、「研究機関」という)の事業の進捗状況を適切に把握し、必要に応じて、指導・助
言を行い、各研究機関の事業の着実な実施を促進することを目的として、平成 27 年度からフォ
ローアップを実施している。 

平成 30 年度のフォローアップについては、平成 29 年度実施の中間評価の翌年度であること

を踏まえ、平成 29 年 11 月に取りまとめた「研究大学強化促進事業」中間評価結果1（以下、「中

間評価結果」という。）への対応状況（平成 30 年 10 月時点）を「平成 29 年度中間評価結果へ

の対応状況と今後の事業展開について」として報告を受けた。 

これらについて、本委員会において、ＵＲＡの配置状況等（下図）も参考としつつ、書面によ

り確認を行い、本件を取りまとめた。 

各研究機関ともに、中間評価結果を踏まえ、個々の課題の把握とそれに対処するための展望が

示されていることが確認された。 

各研究機関においては、本件を参照し、今後の事業の着実な実施と更なる発展に努めることを

望みたい。また、本事業における成果・課題等を広く情報発信することにより､事業の先導的な

取組の全国的な普及・定着を促進することを求めたい。 
 
 
（参考）URA 総配置数と自主財源化率の推移 

  

                                         
1
 平成 29 年度中間評価の概要及び結果については、下記 URL を参照。 

  http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/sokushinhi/1378539.htm 
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Ⅱ．研究機関別取組状況 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【優れた研究ガバナンスを誇るモデル大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

これまで着実に進めてきた「総合IRデータを活用した大学経営戦略」、「大学経営マネジメント人材 

URAの大学経営参画」、「URAの普及・定着」の施策を継続的に実施する。 

また、中間評価の結果を踏まえ、総長を本部長とし、本学の理事・副学長を構成員とした「大学力強 

化推進本部」において、これまでの取組の成果を分析し、今後指標向上に寄与する取組について重点投資 

するなど、将来構想達成に向けた施策を一層強化する。  

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

将来構想実現に向け、URA の大学経営への参画をより一層推進し、これを普及・定着させることが必要

である。このため、総長直轄で大学全体の横断的な経営戦略の策定を担う「経営戦略室」（2017年度設置）

の定例会議に URA1 名を参画させている。さらに、2018 年度から新たに本部 URA のうち 1名を大学病院に

派遣、1名を人材育成本部担当とするとともに、部局URA1名を本部URAに異動させることで、URAの学内

ローテーション制度を推進するとともに、能力開発を実施している。 

また、本学の強みを活かす大学ガバナンスの実現のためには、IRに基づいた経営戦略構築が必要である。

機関名 北海道大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 名和 豊春 氏名 西井 準治 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： A 

全体に対する所見 

構築されたURA制度を研究力強化の観点から活用し、北海道の中核的大学として、地域性を加味した取組
も含め、戦略的に取り組んでいる。強味・特色を強化し、より力強い前進力が感じられる取組を期待する。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

URAのキャリアパスの整備、URA職の設定など制度的な改革が進んでおり、それを活用した研究力強化へ 
の効果も認められるなど、研究力の着実な増進が認められる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

研究力向上のために3つの戦略を掲げ、URAを大学経営マネジメント人材としてIRを活用して大学力を
強化する方針となっており、URAの組織作り、活用を十分考えた計画となっている。一方で、研究力強化に
向けた指標の設定や対応策の検討など、特徴ある研究を基盤とした構想が必要と考えられる。 
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このため、戦略策定を支援する「総合IR室」と「URAステーション」の有機的連携により、大学運営にお

ける意思決定をサポートする情報収集・調査研究活動を更に強化している。加えて、本学の強みと弱みの

分析結果に基づいて外部有識者会議で議論を行い、外部の意見も活かした特色ある研究基盤を創出するな

どの施策を強化しつつある。 

 

将来構想２【世界の頭脳が行き交う大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

これまで着実に進めてきた「若手研究者の育成」、「女性研究者、外国人研究者の登用」など多様な人 

材の活躍を実現するための研究環境改革を継続する。 

また、国際的な研究ハブ機能を強化するために、IRデータによる戦略立案のための情報収集、URAの積

極的活用を行い、事業終了までのアウトカム（成果目標）達成に向けた特色のある国際研究戦略の立案、

異分野融合研究の推進、研究成果の広報戦略などの施策を実施している。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

「人材の多様化の推進」については、外国人教員比率が構想調書の 2017 年度目標値を上回るなど着実に

進展している。今後は、これまで同様、他事業や自主財源等と連携させながら、より効果的に「優秀な若

手研究者の育成・確保」や「女性研究者、若手外国人研究者への活動支援・働きやすい環境整備」等の取

組を実施する必要がある。このため、新たにURA1名を若手研究者育成の戦略企画に従事させ、人材育成本

部との連携を強化している。 

また、国際共著論文率が2017年度時点で事業終了時の目標をほぼ達成しつつあるなど、「先端的な研究成

果の創出と世界への発信」実現のための施策は一定の効果を示している。 

引き続き特徴ある研究を基盤とした研究力強化のために、URA および URA 類似職を積極的に活用し、IR

データに基づく若手研究者を中心とした分野融合型共同研究推進のための拠点形成支援や、学内組織間連

携強化を行うほか、研究設備・施設・研究支援人材等による研究支援環境の戦略的な整備を推進している。 

 

将来構想３【イノベーション・社会実装で先進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

  これまで着実に進めたきた本学の研究シーズ、知的財産と、社会ニーズとのマッチングや組織型共同研

究および研究成果の社会実装を更に推進するために、IRデータの分析に基づく本学の特徴ある研究を基盤

として、URA および産学・地域協働推進機構に配置されている URA 類似職を積極的に活用し、事業終了ま

でのアウトカム（成果目標）達成に向けた同取組の効果的かつ実質的な施策を引き続き実施する。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

組織型共同研究数については、2014 年度に新設した産業創出部門制度により順調に進捗しており、社

会実装事例数についても 2017 年度の目標値を前倒しで達成するなど、「課題解決のための社会との連携

強化」の実現に向けた取組は着実に成果を上げている。引き続き産業界や社会のニーズを的確に捉え、大

学の研究開発資源をイノベーションにつなげるニーズ主導型のアプローチを強化するために、2018 年度

から産学連携IRの構築に取り組むとともに、自治体との連携強化にURA2名を参画させている。 
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【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率        31.2％ 

産学共著論文率         2.1％ 

Top10％論文率         8.7％ 
 

 
 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ URA と IR の連携により、大学の将来を客観的、実践的に探る方式を確立しつつあることは高く評価できる。 

⃝ URA 類似職を配置し、大学病院含めた学内ローテーション制度を確立するというが、類似職の設置により、本

来の URA の機能があいまいにならないよう、配置の意義を整理するなど注意が必要である。 

⃝ 将来の研究の担い手である「博士課程人材の質と量の増強」に向けた取組みが、今後重要になると考えてい

る。この視点に立った教育と研究と社会貢献の一体的な推進に向けた継続的な工夫と革新が望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【世界から尊敬される三十傑大学としての優れた研究力】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 大学全体の研究・教育力の向上を目指し、全学的URA機能の強化や新しい産学連携推進体制を確立する。

URAの自主財源化計画を策定する。また、事業終了後の具体的財源確保を確実に実行できるようにする。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・全学的URA機能の強化： 

（現状）URA の職務内容、職階、処遇を制度として明確にするとともに、URA のスキルアップや情報・意見

交換の場として開設されたURA連携協議会のメニュー設計を行った。 

（反映）全学的に掲げる「世界三十傑」構想に基づく諸課題に対し、URA に期待する具体的能力・機能を強

化するためにURA連携協議会メニューをフル活用する。また、各URAが体得したスキルに応じたURA資格認

定制度の運用を開始する。 

・アンダー・ワン・ルーフ構想に基づく新しい産学連携推進体制の構築： 

（現状）産学連携に強くコミットする部局、研究センター、事務機構をキャンパス内の特定地区（理系部局

が隣接する青葉山地区）に集約した産学共創スクエアを基本インフラとして、効果的に産学連携を進める「ア

ンダー・ワン・ルーフ構想」について、その制度設計を行った。 

機関名 東北大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 
理事・副学長（研究担当）、 

研究推進・支援機構長 

氏名 大野 英男 氏名 早坂 忠裕 

平成29年度中間評価結果 

評点区分：S 

全体に対する所見 

 当初構想を着実に遂行するとともに、大学全体の機能向上に向けて積極的に取り組み、今後の発展が十分
に期待できる将来構想が構築されており、事業終了後の財源についての目標も明確なものとなっているな
ど、高く評価できる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

 URAの職務内容・処遇を制度上明確に規定することで、執行部や研究者との信頼関係が順調に醸成されて
おり、独自のスキル標準化による高度化への取組も行われている。ベンチマーク大学との連携による国際交
流が順調に進捗している。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

 三階層「研究イノベーションシステム」を構築することで、システマティックな研究推進体制が期待され、
研究力強化の取組を明確に具体化している。国際混住型学生寮の設置によって国際交流が進展することを期
待したい。 
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（反映）アンダー・ワン・ルーフ構想に基づく新しい産学連携推進体制を構築し、具体的な取り組みを実施

するために設立した産学共創スクエアを本格的に運用開始する。 

 

・学生・若手の研究力強化策： 

（現状）学生および若手に関する研究ステータスの基本情報を収集し、・学生および若手の支援策について

検討した。 

（反映）研究力向上には、若手、特に博士課程学生の研究アクティビティを向上させることが肝要であり、

学生の博士課程進学を促進させるための一助として、学部学生を対象とした特別研究員制度の説明会を開始

した。 

・自立的な研究環境の提供を前提とした優秀な若手研究者のポスト確保： 

（現状）学際科学フロンティア研究所の助教、准教授ポストの国際公募を利用して、若手のためのテニュア

トラック人事制度について検討し、基本的な制度の骨子を固めた。 

（反映）東北大学版テニュアトラック制度を具体的に策定し、実際に運用を開始する。 

・「世界三十傑大学」に相応しい国際水準キャンパスの実現に向けた取り組み： 

（現状）国際混住型学生寮を拡充し、約1,800人の入居者数を達成するための建物設計と財源確保を果たし

た。 

（反映）国際混住型学生寮の拡充に関する当初目的を着実に達成する。 

・海外拠点を活用した国際共同研究の推進： 

（現状）本事業の補助金によるジョイントリサーチラボを複数の海外ベンチマーク校に設置し、ポスドクを

常勤させて研究活動を行う。またこれと並行して、自主財源によるジョイントリサーチセンターをも複数の

拠点に設置する。 

（反映）ジョイントリサーチセンターを利用し、海外拠点校から研究者を長期で受け入れ、競争的研究資金

を自ら獲得して人財の長期双方向交換を果たす。 

・短期滞在海外研究者への機器共有： 

（現状）AIMR（材料科学高等研究所）における共通機器の利用について、適切な課金を開始した。 

（反映）AIMR 以外の学内外研究者（短期滞在外国人研究者を含む。）への機器共有開始へ向け、スキームの

検討を行うこととした。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率  31.8％        

産学共著論文率   5.5％        

Top10％論文率  13.8％        
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研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ URA の職務内容が急激に広がり学内外に認知されていることが強く窺われ順調に成果を上げていることが確

認できた。 

⃝ 一方で、学生・若手の研究力強化策については、説明会開催・ベンチマーク大学への派遣・テニュアトラック制

度策定等が考えられているが、まだ道半ばである。将来構想「世界から尊敬される三十傑大学としての優れ

た研究力」を支えるベースがここにあることを考えると、更にスピードアップを図ることが望まれる。 

⃝ アンダー・ワン・ルーフ構想に基づく新しい産学連携推進体制の構築に期待したい。 

⃝ 「国際混住型学生寮」はどれくらいの効果があるのか分析をしてもらいたい。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【研究経営ガバナンス力の高い大学】 

① 平成 29 年度中間評価所見の反映状況 
本学の研究大学強化促進事業は、学長を機構長とする「研究戦略イニシアティブ推進機構」（約 3 億

円の自主財源で運用）のもとで実施しており、事業終了後も本機構が研究力強化施策をシームレスに持

続する予定である。 
また、質、量を考慮した最適な URA の配置に関しては、事業終了時の URA40 名体制に向けて、計

画的に配置を進める。今後 1～2 年間は、高度な専門スキル（研究経営戦略や戦略的研究広報など）を

涵養するために外部組織と人事交流を行い、学長・副学長ブレーンとしての URA の能力強化を図る。

他方、部局への URA 配置をさらに充実させ、本部と部局が一体となる研究力強化体制を構築し、個々

の教員への研究支援を充実させる。 
また、事業終了時の目標達成と、その後の継続性を見据え、毎年の達成目標を含めたロードマップを

作成し、年度毎に評価を行って着実に構想を実現する。 

機関名 筑波大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 副学長（研究担当） 

氏名 永田 恭介 氏名 木越 英夫 

平成29年度中間評価結果 

評点区分：Ａ 

全体に対する所見 

学長のリーダーシップの下、事業が進められており、 着実に成果を創出していることは評価できる。 
本事業終了後も継続することのできる仕組み作りが期待される。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

URA の整備が進んでおり、URA の部局化による業務推進促進策による成果も確認され、つくば研究
学園都市の特徴を生かした取組が進められていることは評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

質、量を考慮した最適なURA の配置とURA の育成について引き続き検討するとともに、目標の達成
に向けて、時間軸を明確にしたうえで活動を行うことが必要と考えられる。 
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さらに、「つくば URA 能力開発プログラム」を拡充して URA の育成を図るとともに、本事業終了後

の承継・継続を実施する。 
② 現状の分析と取組への反映状況 

本学は、旧来の固定観念に捉われない時代の求める新しい大学の仕組みを率先して実現することを基

本理念としている。そのため、学長のリーダーシップの下、ガバナンスと経営基盤の強化及び学内資源

の再配分を推進し、自律的に本学の機能を改革することにより、世界と社会の変化に対応しうる大学を

目指している。 
本学では、平成 28 年度に設置した大学戦略室において中長期の大学戦略に関し検討してきたところ

であり、平成 30 年度からは、大学戦略室での検討を基に、大学政策動向等を踏まえた上で、将来の経

営基盤強化のための具体的な戦略の検討や提言を行う「大学経営改革室」を設置した。 
一方、研究力強化に関しては、研究に関する Institutional Research（以下、「研究 IR」という。）を行

い、学内情報の集約と分析結果に基づき、改善や改革すべき事項をいち早く特定することが重要となる。

このため、戦略的な研究経営に関し、国内外の社会状況の変化も考慮して、シンクタンク等の外部機関

との高度専門人材の人事交流（OJT）や高度なコンサルティング等を活用した URA 体制整備の検討に

着手している。並行して、本学研究者情報DB の高度化や文献情報ツールによる分析を行うとともに、

URA の戦略的な配置（部局へのURA 配置をさらに充実）と育成（「つくばURA 能力開発プログラム」

を拡充）を行っている。 
加えて、本学の独自性の高い取組として人社系の研究評価指標の発信・普及にも努めている。 

 

将来構想２【国際競争力の高い大学】 

① 平成 29 年度中間評価所見の反映状況 
所見で評価された筑波研究学園都市の特徴を生かした取組については、「つくば研究支援情報交換

会」の定期開催等を通じ、引き続き推進する。 
 

② 現状の分析と取組への反映状況 
本学は「世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進する」国立大学として、国際競争力のさら

なる向上を目指す。 
実質的研究力強化のため、本学の将来を担う若手研究人材の育成と、新規研究分野創出に向けた取組

を重点的に推進する。若手育成のため、これまでの取組で効果の高かった国際テニュアトラックを継続

し、優秀な若手教員を世界の一流研究室へ派遣する。また、若手育成に重点を置いた学内公募プログラ

ムにより国際共同研究を促進する。さらに、本学の強みである研究の多様性を生かした新たな学際融合

研究の創出を目指し、「いのち」「AI」をキーワードとした重要研究課題発掘・推進プログラムを今年度

発足する。また、世界最高水準の研究拠点の形成や新たな研究領域を開拓するため、本学の研究資源の

戦略的活用等により世界的展開・研究循環システムに資する「世界展開研究拠点形成機構」を新たに設

置する。 
国際的プレゼンスを高めるためには、研究力そのものの強化に加え、研究広報力も重要となるが、現

在は十分とは言えない状況である。そこで本学の研究者情報を収集し、社会的課題への取組の情報も含

め、ウェブサイト等を通じた効率的かつ効果的な発信を強化する。 
国際水準の研究環境を実現するため、研究資金情報サイトRISS の高度化、学内助成金の電子申請・

審査システムの整備、業務マニュアル整備等による教職員の業務効率化や、英文校正支援、オープンフ

ァシリティーの強化にも取り組む。また、ダイバーシティの世界標準化を目指し、人事制度改革により
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若手・女性・外国人教員比率向上を図る。 
 

将来構想３【イノベーション創出力の高い大学】 

① 平成 29 年度中間評価所見の反映状況 
中間評価の報告書通り本学は学長のリーダーシップの下で研究力強化を進めており、基礎研究力推進

を主なミッションとする研究担当副学長と、産学連携及び知的財産のための更なる体制強化として産学

連携担当副学長を配置している。一方で、基礎研究から応用・開発研究までをシームレスに推進する体

制として、研究担当及び産学連携担当の両副学長の下、URA 研究戦略推進室、研究推進部、国際産学連

携本部、財務部をメンバーとする「外部資金獲得コアチーム」を組織し、イノベーションの創出に資す

る大型外部資金の獲得支援を行っている。 
② 現状の分析と取組への反映状況 

共同研究受入額・知財収入総額の指標について、事業開始時（2012 年度）と比較して、2022 年度ま

でに共同研究受入額を 3.5 倍（6.9 億円→24.15 億円）、知的財産収入総額を 6 倍（1276 万円→7600 万

円）にする。これら指標の平成 29（2017）年度の状況は 14.1 億円及び 2008 万円となっている。 
「開発研究センター制度」※1の趣旨は、外部資金を事業運営費として、社会的要請の高い学問分野での

共同研究開発を推進することや共同研究の組織的展開であり、年度ごとに 1 センターの設置を目標値と

しているが、学長及び産学連携担当副学長の強力なリーダーシップにより、設置に向けた準備を前倒し

で行った結果、H29 年度は、以下の 3 つの「開発研究センター」を設置した：①「未来社会工学開発研

究センター」、②「スポーツイノベーション開発研究センター」、③「ヘルスサービス開発研究センター」 
 上記のとおり、共同研究を受け入れる組織的体制整備を前倒しで行い、共同研究受入額の増加状況に

ついても、好影響を与えている。 
世界トップ企業との積極的連携の指標について、事業開始時に比較して、2021 年度までに共同研究

件数を 70％増（311 件→529 件）にする。平成 29（2017）年度の状況は、516 件となっている。 
共同研究の大型化に向け、学際融合型共同研究創成プラットフォームを構築し、大型共同研究創成プロ

グラムや産学連携促進と人材育成の場作りを推進するとともに、国立研究開発法人との連携による「つ

くば産学連携強化事業」※2、「共同研究実用化ブースト事業」※3及び「TIA かけはし事業」※4等を実施

し、その成果を民間共同研究に結びつける取組を行っている。今後とも、企業及び地方自治体との共同

研究件数の増を目指す。 
国際的な産学連携活動の展開の指標について、事業開始時に比較して、2021 年度までに海外企業と

の共同研究数を倍増（6 件→12 件）する。平成 29（2017）年度の状況は、7 件となっている。 
「グローバルマッチングプログラム」※5によりグローバル製薬企業ランキングのトップ 20 をターゲッ

トとする海外大型共同研究を強化している。また、産官学共創プロデューサーを雇用するとともに海外

連携担当の技術移転マネージャーを海外展示会へ派遣し、企業との連携構築を行っている。 
大学発ベンチャー企業数の指標について、指標設定年度（2015）に比較して、2021 年度までに大学

発ベンチャー企業数（累計）を年平均 8 社増加（111 件→157 件）する。平成 29（2017）年度の状況

は、132 件（2016 年度は 117 件）となっている。 
起業家教育として、学群では筑波クリエイティブキャンプ ベーシック(H26～）、大学院では筑波ク

リエイティブキャンプ アドバンスト(H26～)を実施し、平成 29 年度から文科省次世代アントレプレナ

―育成事業（EDGE-NEXT）が始まった。この事業により参加した学生、大学院生から起業するチーム

が育っている。 
※1 外部資金を事業運営費として、社会的要請の高い学問分野での共同研究開発を推進する組織。平成 27年 7月に創設 
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※2 本学とつくば地区の研究開発法人との共同研究を支援することにより、本学を核としてつくば地域から産業界への技術移転や新規

起業を目指した研究活動を促進する取組み。平成 26年度に産総研・筑波大学合わせ技ファンド（両機関がそれぞれファンドを準備

して、採択された共同研究チームにそれぞれの機関から研究費を支給する制度）を創設した。現在は「つくば産学連携強化プロジェ

クト」に名称変更。 

※3  筑波大学における学際的な研究を活かし、イノベーションを創出することを目的として、筑波大学の中で異なる系・組織に属する 

研究者が連携した学際的、先進的、実用化の可能性の高い研究プロジェクトを支援する取組。 

※4  TIA 中核 5機関（産総研、NIMS、筑波大、KEK、東大）が組織の枠を超えて連携し、新領域を開拓するための「調査研究」を支援

する事業。 

※5  製薬グローバルトップ企業との大型共同研究の推進するための交渉スキーム（第 1ステップ～第 4ステップ）の名称 
 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013 年-2017 年平均 Scopus（Articles, reviews and 
conference papers を対象） WoS 

国際共著論文率 30.4% － 

産学共著論文率 5.3% － 

Top10％論文率 11.6% － 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ これまでの本事業推進についてはほぼ計画に沿い、順調に推進されていることが確認できた。 

⃝ 大学の経営力強化対策、URA の効果的配置、それらを基盤とした世界的な研究拠点の形成などを重点とす

る将来構想が計画通りに着実に進展して行くことを期待したい。 

⃝ URA の自主財源化率の向上に努めることが肝要である。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【未来の学術資源たる若手研究者の活躍の場の創出と支援】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

若手研究者支援制度が多様な形で機能していると評価されたとおり、支援制度の効果として、若手研究者

のポストの確保など、若手研究者の雇用安定化が進展している。今後は、大学経営の観点から、IRデータ室

との連携により、これまでの支援制度の検証を含めた若手研究者の研究力の可視化を通じ、「東京大学卓越

研究員」制度などの活性化、若手研究者の国際的なネットワーク形成・研究の基盤形成など「若手研究者の

研究力の強化・国際展開」を戦略的・計画的に図るとともに、あわせて若手研究者の「研究時間の確保」等

に向け、URA等による戦略的な研究体制の強化等、研究環境の強化を図る。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

卓越した若手研究者として自立して研究に取り組む環境を整えるためのスタートアップを支援する「東京

大学卓越研究員」では、平成 30 年 10 月末時点で累計 41 名を採択するなど、若手研究者の自立支援及び雇

用安定化支援について一定の効果が創出されているとの現状認識のもと、引き続き支援することで、更なる

加速を図る。 

機関名 東京大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 研究担当理事・副学長 

氏名 五神 真 氏名 小関 敏彦 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： A 

全体に対する所見 

 非常に活発に研究活動を行っており、国際的な課題に対応する全学横断的な研究体制の構築・推進を示し
ているが、機関が掲げる方向性に基づき、取組を加速することが必要と考えられる。我が国の研究力を牽引
する役割を果たすことを目標とした具体的な取組が期待される。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

  URA制度の定着・安定化が進み、無期雇用化に向けての人事制度も整備されつつあり、URAの研修・認定
制度によって質・能力の向上にも取り組まれている。若手研究者支援制度が多様な形で機能しており、今後
の展開が期待できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

大学運営から経営への転換を掲げ、３つの戦略・構想に基づいて明確な評価指標が示されており、これま
での取組に加え、更なる発展と充実が期待される。自主財源投入の計画についても問題のない計画となって
いる。 
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また、若手研究者自身の研究力強化に向けて、平成29年度より海外での研鑽機会の付与を目的とした「若

手研究者の国際展開事業」を開始した。本事業では各部局で独自に運営するサバティカル研修や海外派遣の

取組と連携し、短・中・長期派遣（1ヶ月以内・1年以内・2年以内）の３つのシームレスなメニューの設定、

従来の旅費支援にとどまらず派遣者に対する派遣元部局のサポートを後押しする支援の導入など、大学全体

で研究者の海外渡航の機会増加を促進することで、東京大学としての国際ネットワーク構築と研究者の国際

的な循環を加速するとともに、持続的に国際的な発信力を強化する。なお、平成30年 10月末時点で累計54

名を採択しており、IRデータ室との連携を図りつつ事業へのフィードバックを行うなど、若手研究者の国際

展開の形成・促進に取り組む予定である。 

将来構想２【研究推進体制の強化に必要な経営基盤の構築】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 大学運営から経営への転換に対する期待が示されたことに対し、今後は、当該理念のもと、総長のリーダ

ーシップにより、学術推進支援室を中核とした全学的な研究力強化施策等を戦略的に推進する。また、大学

の経営基盤として、施策検証・発展のための IR データ室の機能を強化し、学術推進支援室との連携体制を

構築する。 

また、URA推進室では、定着・安定化の進捗が評価されたリサーチ・アドミニストレーター（URA）制度の

促進を通じて、全学的なURAのマネジメントにより、部局横断的な研究組織等の形成やプロジェクトの推進、

IR、産学協創、人文社会科学の全学的な振興といった全学的な取組への対応を図るなど、研究支援からより

研究推進機能として発展させ、研究推進体制の実行組織としての機能強化を図るとともに、本部・部局にお

けるURAを核とした本部・部局間の連携を緊密化し、より研究現場の実態に即した研究推進体制を構築する。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 学術推進支援室を中核とした全学的な研究力強化施策等を戦略的に推進するため、IRデータ室とURA推進

室が共同で本学の研究力に係る分析を行い、それをもとに学術推進支援室で全学の研究力強化に向けたエビ

デンスベースの議論を行うなど、その連携体制の構築を進めている。 

また、総合大学である本学の学術研究に係る諸活動を幅広く推進し、学術研究を安定的かつ継続的に進展

させることを目的として、高度な専門性を持って業務を主体的に行う能力を有する者をURAに認定しており、

平成 30 年 10 月末時点で累計 32 名となっている。本学が目指す全学での URA 規模拡大に向け、本学の URA

認定に資する人材の育成機能の強化を目的としたURA研修の拡充の検討を進めている。 

また、新たに第３の職として高度学術専門職員・高度学術専門員を創設し、認定されたシニアURAの中か

ら、学術に関する高度な知識・経験・専門性を有する者を年俸制無期雇用の常勤職員として登用するなど、

本学における URA のキャリアパスを構築した。現在、平成 31 年 4 月の採用に向けて選考等を進めており、

これにより、今後の大学経営上不可欠な高度専門人材が、持続的に活躍することが可能となる。当該職員を

中心とした全学的なURAマネジメントにより、IR、産学協創、人文社会科学の振興など部局の枠を越えて全

学的な研究力強化に向けた取組を推進する予定である。 

将来構想３【人類社会への貢献に資する「知の協創の世界拠点」の形成】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

本学が進める国際的な課題に対応する全学横断的な研究体制について、「機関が掲げる方向性に基づき、

取組を加速することが必要と考えられる」との評価に対しては、取組を加速する新たな施策として、本学の

多様な研究活動を社会的価値の創出に繋げるための可視化・発信の強化を推進している。 

今後は、本学の特色・強みであるWPI事業やノーベル賞級の成果を創出してきた国際的に卓越した「研究

拠点」、更には世界を牽引する様々な分野の「基礎学術研究」を核とし、人類社会への貢献に資するべく、「知

の協創の世界拠点」の形成に向け、国際的に卓越した研究拠点の拡充・創設、「SDGs」に通じる新たな学知
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創出に資する取組を通じた国際協働・国際的な発信の強化を進める。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

本学では、知識、知恵、情報が価値の中心となるような知識集約型社会に向けた社会変革を駆動する中核

的役割を担うため、指定国立大学構想において掲げた SDGs の活用を図りつつ地球と人類社会の未来に貢献

する「知の協創の世界拠点」の形成に向けて全学的な観点からの研究力強化に取り組むこととしている。そ

の司令塔として総長をトップとする未来社会協創推進本部（FSI:Future Society Initiative）を平成29年

7月に設置した。SDGsに通じる学知創出に向け、基盤となる本学の研究力を国内外に発信するため、平成30

年 10 月末時点で 180 を超える研究プロジェクトを FSI 下に登録し、日・英ウェブサイトでの公開を開始し

た。また、東京大学広報戦略2020に基づき、平成30年 1月に新たに本学の多様で卓越した研究者を紹介す

るページ「UTokyo Voices」を日・英ウェブサイトに設け、平成30年 10月末時点で累計35名の研究者を紹

介するなど、戦略的な国際発信に取り組んでいる。更には、国際的に卓越した研究拠点への支援により、国

際共同研究機能等の強化を図る。 

また、今年度採択された「国立大学経営改革促進事業（補助金）」と一体となって総長のリーダーシップ

に基づく全学的な研究力強化に向けた取組を推進する予定である。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus（SciValで算出） WoS（InCitesで算出） 

国際共著論文率    32.7 ％    36.9 ％ 

産学共著論文率     5.4 ％     2.8 ％ 

Top10％論文率    12.7 ％    12.8 ％ 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 将来構想はいずれも順調な進捗であることが確認できた。中でも、「若手研究者の活躍の場の創出と支援」は

大きな実績があがっている。 

⃝ 今後、IR データ室との連携による若手研究者支援制度の検証とフィードバックを行い、学内外に可視化するこ

とによって若手研究者のやる気がより一層高まることを期待したい。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【ＩＲ機能を活用し継続的に研究力を強化する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

ＵＲＡ機構を革新的に進め研究力を強化するために、今後５年間でＲＵ機構と統合研究機構との連携を発

展させ、機構の最終進化形としての「統合イノベーション機構（仮称）」を本格稼働するとともに、ＵＲＡ

育成制度を確立し、医療系URA制度モデルを標準化することによって、ＩＲ機能を活用して継続的に研究力

を強化できる将来構想とした。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

イノベーション創出を推進すべく２０１７年度に樹立した大型の共同研究の増強のためのオープンイノ

ベーション制度をより活用できるようにするため、２０１８年度以降には、臨床試験データに関するデータ

管理システムを運用し、データ・マネジメント体制の整備を図る。さらに、学内で保有する機器のデータベ

ース化、学内外の利用申請にかかるシステム化の検討のほか、実験動物センターにおける集約化管理の制度

設計及び機器設備の整備などに取り組み、大型の組織間連携の締結に必要な研究環境改善の取組を実施して

いく。また、ＵＲＡ育成制度を確立するとともに、医療系ＵＲＡのモデル化を検討する。 

 

機関名 東京医科歯科大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事（産学官連携・研究展開担当）・副学長 

氏名 吉澤 靖之 氏名 渡辺 守 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ 

全体に対する所見 

ＵＲＡ機構を革新的に進めるなど、ＵＲＡ制度を軸とした大学の活性化に努めるなど、順調に進捗してい
る。医療系大学として「医療系ＵＲＡ」の在り方について、他大学へのモデルとなるシステムの確立が期待
される。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

 ＵＲＡ制度の構築が順調に進歩しており、研究力強化に向けた大学の強み、弱みを分析し、対策を図るな 
ど改革意欲を持って取り組まれている。若手教員、女性教員、外国人教員の増に一層の努力を期待する。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

 補助事業終了後のＵＲＡの人材戦略が、主に財政面から明確となっておらず、安定化が望まれる。医療系
ＵＲＡの雇用、人材流動、スキル強化に向けて、全国のハブとなる取組に期待したい。 
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将来構想２【重点的領域研究を強力に推進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 本学の強みである再生医療領域、炎症・免疫領域やゲノム医療の重点領域において、他分野融合や基礎・

臨床分野融合型の教育研究を加速させるために、重点領域研究を支援、推進、展開するシステムを確立し、

当該領域の研究を推し進める将来構想とした。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 重点領域研究を支援、推進、展開するシステムを確立するため、２０１７年度には創生医学コンソーシア

ムの設置を行ったが、２０１８年度以降は創生医学領域の事業推進のため、広報部と連携したアウトリーチ

活動の促進、国際的プレゼンス強化促進や保有する機器設備・技術手法の共有化促進等を行うことによって、

英文プレスリリースの増加や２０２０年度事業展開目標の未来医療開発コンソーシアムの設置につながる。

英文プレスリリースが増加することによって本学における優れた研究内容を国際的に周知でき、国際共著論

文の増加が見込まれることに加え、未来医療開発コンソーシアムが立ち上がることにより、その協力関係の

中から海外アドバイザリーボードや海外機関・民間企業アライアンスが見込まれるなど、国際的競争力の最

重点領域と位置付けている医歯工学国際共著論文数や産学共著論文が増加していくきっかけを生み出す取

組を実施していく。 

 

将来構想３【新しい成長分野やライフイノベーションを創設する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 ＵＲＡ機構を革新的に進めるため、イノベーション推進本部の力を最大限に生かすべく人的資源を投入す

ることにより、学内発出の臨床試験の立案からプロトコル作成、実施、監査、統計解析に至る全面的支援が

可能となり、新しい成長分野やライフイノベーションが創設できる将来構想とした。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 臨床研究活性化のための教育体制整備のほか、研究想起からワンストップで行うことのできる学内プロジ

ェクトマネジメント部門の設置や、薬事承認取得のための審査を行う行政機関である医薬品医療機器総合機

構（略称ＰＭＤＡ）との連携強化など、イノベーション創出に特化した学内横断型専門組織の整備を行うこ

とを目的に、２０１７年度には、本学の附置研究所と臨床系研究所の情報交換会合を実施した。２０１８年

度以降はさらに発展させ、ＵＲＡ主体による学内シーズヒアリング活動を開始したほか、臨床研究法に対応

する審査及び計画支援体制の整備を行うことによって、統合先制医歯保健学に関する国際共著論文数が増加

する取組を実施していく。 

 

将来構想４【5年後、10年後を見据えた若手研究者を育成する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 若手教員、女性教員、外国人等教員を増やすため、若手研究者向けの研究環境を整えるほか、若手女性研

究者及び外国人等教員の処遇・給与体系などの制度を整えることによって、５年後、１０年後を見据えた若

手研究者を育成する将来構想とした。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 次世代研究者を育成するため、２０１７年度には、次世代研究者育成ユニット制度を構築したほか、医療

系産学連携人材を育成するためにバイオの基礎知識や産学連携に必要な契約セミナーを開催したが、２０１
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８年度以降はこれらを進展・継続し、前年度に制度構築した次世代研究者育成ユニット第一期生の採用やＵ

ＲＡ室による競争的資金獲得のための説明会開催や調書作成支援の取組のほか、若手教員、女性教員、外国

人等教員のための処遇・給与体系などの制度制定を行うなど、助教職における女性比率の向上や外国人等教

員比率の向上につながる取組も実施していく。 

 

将来構想５【健康長寿社会の形成に向けた研究力の強化された大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

補助事業終了後のＵＲＡ人材戦略を財政面から明確化するため、民間企業との共同研究や特許技術移転収

入を増収させ、有償での試料等の有体物を提供する契約（material transfer agreement; MTA）の増加や大

学発ベンチャーの黒字化、収益増により収入を確保する形を、産学官連携研究の基盤構築及び研究成果の社

会実装促進という形で示すことによって、ＵＲＡ人材戦略とともに健康長寿社会の形成に向けた研究力を強

化する将来構想とした。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 産学官連携研究の基盤構築をするべく２０１７年度には、ＵＲＡによる企業ファンドからの情報収集を開

始したほか、利益相反管理、契約マネジメントを含む産学連携リスクマネジメント体制整備を図るとともに、

リスクマネジメント申告及び管理Ｗｅｂシステムを構築した。また、官学連携研究の基盤体制構築のため厚

生労働省との人事交流を開始した。２０１８年度以降はこれらを発展させ、複数製薬企業による研究支援フ

ァンド説明会の開始、全学的リスクマップの作成や、ＰＭＤＡにおいて医療機器承認審査を担当している現

役審査官による臨床研究セミナー実施を行うほか、ＵＲＡ室職員等による国内外の大学や研究機関における

研究動向について実地調査並びに、他機関が開催するＵＲＡネットワーク、研修やシンポジウムに参加する

など積極的な研究動向の把握によって、特許活用率や企業等との共同研究件数が増えていく取組を実施して

いく。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率    21.5％     

産学共著論文率    3.6％     

Top10％論文率    16.1％     
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 中間評価所見に基づき現状分析がなされ、その結果をこれからの取り組みへ適切に反映させたものとな

っていることが確認できた。 

⃝ 今後の事業推進により、医療系URAのモデル化を進め、他大学における医療系URAの在り方の指針とな

る成果が得られることに期待したい。 

⃝ 若手教員のための処遇・給与体系などの制度制定について、具体的な計画をロードマップに記載するこ

とが望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【国際競争力の高い研究を行う大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

（関連所見なし） 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・外国人教員比率、大学院外国人留学生比率及び女性教員比率については、本事業5年度目における目標値

に達していなかったため、研究情報の海外発信を通じた認知度向上、海外拠点の新設や研究環境の国際化

を一層進め、人材獲得力を強化する必要がある。また、これらを通じて、既に目標値を上回って推移して

いる国際共著論文比率について、特定分野でより高い水準を達成することを目指す。 

 

事業終了までのアウトカム毎の取組等を以下に示す。（下線部：アウトプット） 

（「研究活動の認知度向上」について） 

・成果目標「QSランキングにおけるacademic reputationスコア85以上」、中間的なアウトカム「研究情報

へのアクセス数向上」を踏まえ、世界中の優秀な研究者や学生を惹きつける研究成果や社会的に関心が高

い研究テーマを国内外に発信し、本学の研究活動の認知を高める。 

機関名 東京工業大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長（研究担当） 

氏名 益 一哉 氏名 渡辺 治 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ－ 

全体に対する所見 

大規模な理工系総合大学である強みを生かした様々な取組を行い、優れた成果を上げている。一方で、財
務戦略の目標と方向性が明確でなく、目標を確実に達成するために、よりスピード感のある取組が期待さ
れる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

ガバナンス改革を軸に、研究大学としての体制強化に取り組んでおり、方針に沿った様々なプログラムを
展開することにより、指標からみても着実に成果を創出し、課題も適切に認識し、妥当な方策が立てられ
ている。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

URAに関する制度設計を、より具体的な戦略に基づいて進めることが必要であり、学内でのキャリアパス
を拓く仕組みを早急に作る必要があると思われる。「URA活動推進委員会」の成果に期待したい。 
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具体的には、次に掲げる研究情報の充実・発信やメディアリレーションの強化等にURAが中心となって取

り組む。 

- 英語でのプレスリリース、記者説明会・記者懇談会等を活用した効果的な広報活動 

- 研究情報に関する英語ウェブページ(“研究ストーリー”等)の整備・充実 

- 研究パンフレット“TOKYO TECH RESEARCH 東工大の研究力”更新 

また、2018年 4月に研究・産学連携本部に設置したオープンサイエンス推進部門において、東工大リサー

チ・リポジトリ“T2R2”への論文データ掲載を進める。 

 

（「国際共同研究の拡大・定着」について） 

・成果目標「国際教育研究拠点“Tokyo Tech ANNEX”を3拠点（参考：2030年までに6拠点）設置」及び「国

際共著論文比率35%以上（参考：2分野程度で45%以上）」、中間的なアウトカム「海外拠点の充実と機能活

用」を踏まえ、2018年 3月に最初の拠点となる“Tokyo Tech ANNEX Bangkok”を開設した。引き続きURA

が中心となって、新拠点候補地の調査交渉及び新拠点の準備・設置を進めるとともに、開設したTokyo Tech 

ANNEXを拠点に活動し、国際共同研究先の開拓を推進する。 

また、国際共同研究促進のための教員派遣・外国人研究者招へい支援、URA による海外トップ教育研究機

関への“Tokyo Tech ANNEX”をはじめとする東工大の紹介による知名度向上の取組、世界の研究ハブの実

現を目指すプロジェクト“Tokyo Tech World Research Hub Initiative”の継続を通じて、国際共同研究

を更に拡大する。 

 

（「研究環境の国際化」について） 

・成果目標「外国人教員比率（フルタイム勤務者）8%以上維持」及び「女性教員比率10%（専任教員）」を踏

まえ、ガバナンス改革により人事ポストを全学で管理・運用している特長を活かし、2017年度に外国人ま

たは女性教員を採用する部局に対して若手ポストを追加措置するインセンティブ付与を行った。今後、

2018年度に配置されたプロボストが教育研究分野の設定や人事等を主導する。このほか、外国人教員の円

滑な研究実施等に資するため、引き続き、英文化支援チーム（https://www.iad.titech.ac.jp/soudan/）

が学内規則・学内文書等の英文化を促進するとともに、URA が外国人向けの外部資金獲得を支援する。女

性研究者に対しては、学内保育所を活用した支援やベビーシッター派遣支援事業による女性研究者支援を

継続する。 

・成果目標「大学院の外国人留学生比率 20%」を踏まえ、教育改革を実施しているが、新しいカリキュラム

を開始した2016年度の前後となる2015年度と2017年度を比較すると113名（比率では、2015年度17.0%

から2017年度18.9%）と大幅に増加している。引き続き、英語による学位課程の実施や学生寮の充実等を

進めるとともに、2020年に国籍を超えて学生が交流するための学生会館を新設する。 

 

将来構想２【質の高い研究を生み出す大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

（関連所見なし） 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・論文数におけるトップ10％論文数の割合（Ｑ値）について、本事業5年度目の目標値（13%）をScopusベ

ース（14.6%）では達成したものの、WoSベース（10.5%）では未達成であったことを踏まえ、更なる研究の

質の向上を図る。このためには、本学の重点分野・戦略分野の推進のみならず、バックキャスティングの
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視点も取り入れた新規・融合領域の開拓、より長期的視点からの基礎研究の強化や若手研究者の育成・支

援に取り組む必要がある。 

 

事業終了までのアウトカム毎の取組等を以下に示す。（下線部：アウトプット） 

（「社会からの要請に根差した新研究分野の創成」について） 

・成果目標「新研究分野の稼働開始」、中間的なアウトカム「未来社会のデザインを通じた新研究分野創成の

スキーム確立」に関して、2018年 9月に設置した「未来社会DESIGN機構」は、「学術的な叡智に立脚した

社会及び科学・技術に対する客観的な分析と深い洞察により、豊かな未来社会像を学内外の多様な人材と

共にデザインするとともに、描いた未来社会像へ至る道筋を社会に示し、共有することで、広く社会に貢

献すること」を目的としており、豊かな未来社会像のデザインのみならず、その実現に資するために新た

な学術領域や政策の提案、科学・技術教育の提案等、多様な業務を担う。本アウトカムの実現に向けて、

同機構に URA が参画し、未来社会実現のための科学・技術の抽出及び新学術領域提案のためのフレームワ

ーク策定を行い、未来社会の１つの“シナリオ”を作成する。そして、新しい未来社会像の検討と“シナ

リオ”作成を継続しつつ、“シナリオ”に基づいた新研究分野を具体化する。 

なお、本アウトカムには、後述の中間的なアウトカム「異分野融合研究支援の充実」も位置づけ、研究者

同士の触発を通じて、これまで想定し得なかった新たな研究領域を継続的に創出する。 

・本アウトカムに関して、2018年 7月、高度で機動的なマネジメント体制を通じて大型共同研究等を推進す

ることを目的として、「オープンイノベーション機構」を設置した。今後は、「組織」対「組織」による企業

等からの要請に根差した大型共同研究の充実・拡大を図り、機構の自主運営化に向け、大学の知（人材・

知財）の提供対価として戦略的産学連携経費を確保する。 

 

（「新規・融合研究領域開拓のしくみ定着」について） 

・成果目標「研究ユニットの継続的な創出（2件/年）」及び「異分野融合大型テーマの創出10件（2018年度

から 2022 年度の合計）」、中間的なアウトカム「世界トップ 10を目指す 6分野の研究推進」及び「異分野

融合研究支援の充実」を踏まえ、2018年度には「量子コンピューティング研究ユニット」（ユニットリーダ

ー：西森秀稔教授）を立ち上げているが、その他以下の取組を実施する。 

・URA が世界大学ランキング、論文指標、共同研究数、大型外部資金獲得金額等に基づき研究の強みを分析

した結果を活用し、強みを短中期的に世界トップクラスに伸ばす「重点分野」と中長期的に本学の強みと

して世界の研究を主導していくための「戦略分野」を2017年度に選定した。2018年度に“重点分野ディジ

タル社会デバイス・システム”“戦略分野Cyber Physical & Social Systems (CPS2)”の研究領域調査を行

い、2019年度以降も他の研究領域に関する調査を世界規模で行いながら、抽出した分野に資源を投入し拠

点化・研究ユニット化を進める。 

・研究者の融合研究の機微を発見し、特定の課題に適した教員グループの形成に繋げるため、URA が発案・

開発した研究ニーズ／シーズのマッチングシステム“TokyoTech CollaboMaker”を活用

（https://www.ura.titech.ac.jp/topics/tokyo-tech-collabomaker.php）するとともに、次の学内イ

ベント等をURAが企画・運営する。 

- 異 分 野 融 合 の た め の 学 内 イ ベ ン ト ” Tokyo Tech Research Festival” の 継 続 的 開 催

（https://www.ura.titech.ac.jp/topics/tokyo-tech-research-festival-2018.php） 

- 異分野融合テーマ創出のための人文系教員・URAワークショップ（2018年度はリベラルアーツ研究教育

院の教員とURAにより実施）及び理工系教員・人文系教員ワークショップの開催 

- 異分野連携のアイデアの市場調査 

また、URAがこれらのイベント等から教員グループの立上げを支援するとともに、学内ファンドの見直し・

- 22-



 
充実により異分野融合研究を支援する。さらに、学内連携のみならず、大学等との組織間連携を推進する

（2018年度は、東北大学、量子科学技術研究開発機構、日本貿易振興機構等と連携協定を締結）。 

 

（「基礎研究の強化」について） 

・成果目標「トップ10％論文数の割合（Ｑ値）（15%）」及び「若手研究者比率（33%）」、中間的なアウトカム

「基礎研究の推進」を踏まえ、これまでも成果をあげてきたURAによる外部資金獲得支援、科研費研究計

画調書レビュー、国際学術論文執筆ワークショップを継続するとともに、新たに、「基礎研究機構」の機能

検討・設置（2018年 7月）による長期的視点に立った世界トップレベルの研究者育成、学内ファンドの見

直し・充実（既存の「挑戦的研究賞」等に加え、2018年度に「末松賞『ディジタル技術の基礎と展開』支

援」、「大隅良典基礎研究支援」を創設）による若手研究者支援に取り組む。 

また、これらの支援等を通じて、新進気鋭の若手教員を発掘し、科学技術分野の文部科学大臣表彰（若手

科学者賞）などに推薦することで、更なる活躍を促す。 

・本アウトカムの達成に向けて、後述のアウトカム「研究基盤の整備」に関する取組である技術職員を集

約した技術部が管理する研究設備、ナノテクノロジープラットフォーム事業や先端研究基盤共用促進事業

等による研究設備の共用を通じて、若手教員や着任直後の教員の研究活動を支援する。さらに、上述の中

間的なアウトカム「世界トップ10を目指す6分野の研究推進」を位置づけ、重点分野・戦略分野の拠点化

等を通じて基礎研究の強化を図る。 

 

（「研究基盤の整備」について） 

・成果目標「全学に共用化された研究設備数650」を踏まえ、2017年度までに500設備を共用化しているが、

2018 年度から本格稼働した設備共用ウェブサイトや共用研究設備を置く実験室等に係るスペースチャー

ジを控除するインセンティブ制度を活用し、分析機器・工作設備等の研究設備の共用を推進する。 

 

将来構想３【戦略的な研究マネジメントを実践する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

（所見「財務戦略の目標と方向性が明確でなく、目標を確実に達成するために、よりスピード感のある取組

が期待される」について） 

・2018年 3月に指定を受けた指定国立大学法人の構想において、2030年までに戦略的資金として33.4億円

を確保する目標を設定した。この戦略的資金のうち、13.4億円程度を教育研究基盤強化に投入し、本事業

の成果を維持・向上させていく計画である。これを実現するために中期計画を変更して、産学連携収入増、

東工大基金の増強、授業料値上げ、田町キャンパスの再開発による収入増にスピード感を持って取り組ん

でいる（例えば、2018年度には戦略的産学連携経費の導入や授業料値上げの発表を実施した）。 

・長期的な観点から研究インフラである施設設備の維持管理を行っていくため、2017年度から、部局が裁量

で運用するスペースに対し、スペースチャージを課す制度を開始している。 

 

（所見「URA に関する制度設計を、より具体的な戦略に基づいて進めることが必要であり、学内でのキャリ

アパスを拓く仕組みを早急に作る必要がある」について） 

・2017年度にURA業務を行う者に対しURAの呼称を付与する制度を導入し、ウェブサイト「URAによる研究

支援」（https://www.ura.titech.ac.jp/）を新たに立ち上げた。 

・2018年度は、さらにこれを一歩進め、次の規則改正等を行い、教員・事務等とは異なる第三の職として、

キャリアパスを含めて明確に位置づける。 

- 「有期雇用職員就業規則」を改正し、URAを有期雇用職員の職名の一つとして規定する 
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- URA を 4 つの職階に分け、役割及び責任の明確化と業務の能率向上を図るとともに、URA のキャリアア

ップのパスを構築する 

- 2018年 4月に試行導入したURAの業績評価制度に基づき、全URAが上司と面談のうえ目標を設定し、目

標達成に取り組む 

・2018年 4月に着任した新学長は、各教授会等での説明会において、各URAの担当業務等を周知するなど、

学内における普及・定着を進めるとともに、URAを副学長（研究企画担当）・学長特別補佐に登用し大学運

営の重職を担わせたり、文部科学省に派遣して政策立案業務の経験を積ませたりするなど、URA のキャリ

アパスを広げている。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・2017年度に研究・産学連携本部を設置し、URAを大幅に増員（2016年度末11名、2017年度末31名）する

とともに、URA を同本部に置く部門等や部局に配置し、より組織的な活動を開始したことにより、プロジ

ェクト研究推進、産学連携推進、知的財産活用等のURAによる各種の支援が充実した。一方、所属部門や

担当を越えたURA同士の協働の在り方や、教員に対するURAの業務役割分担の見える化を課題と認識し、

「URA 活動推進委員会」に本部と部局に所属する全 URA を招集して課題や情報の共有を行っている。この

ほか、上述のとおり第三の職としてのURA職の確立に加え、戦略策定へのコミットや必要なポスト数の維

持が課題である。 

 

事業終了までのアウトカム毎の取組等を以下に示す。（下線部：アウトプット） 

（「URAによる戦略策定支援体制の定着」について） 

・成果目標「戦略統括会議でURA提案の戦略の採用」、中間的なアウトカム「URAによる戦略策定支援体制の

整備」を踏まえ、2017年 4月に学長を議長とする戦略統括会議の下に設置された「研究・産学連携戦略立

案部会」に URA が参画しているほか、2018 年度には未来社会 DESIGN 機構や企画段階である国際広報企画

室設置準備会にもURAが参画しているが、URAが戦略策定に一層貢献できるよう、次のIR機能を強化する。 

- 論文データベース・分析ツールを用いた研究力強化のための分析 

- 世界大学ランキング調査・ベンチマーク対象大学調査 

- 政策等動向調査 

- 外部資金獲得状況等の分析とリサーチマップ充実 

- URAの情報活用IR室参画による戦略立案支援・新規融合領域提案 

また、これらの取組の効果を高めるため、2017 年度から「情報活用 IR 室」と URA が連携して、教員向け

の学内データ可視化に向けたシステムの立上げに取り組むとともに、リサーチマップをより分野の特性を

生かしたものとするため、分析に用いる指標の見直しを実施中である。 

 

（「URAキャリアパスの確立による安定的支援体制の定着」について） 

・成果目標「本学に必要な URA ポスト数の維持（34 名程度）」及び「URA の無期雇用化（10 名程度）」、中間

的なアウトカム「URA 制度の運用開始」を踏まえ、次の URA に係る研修・業績評価・職名・職階等を導入

し、URAを第三の職として確立する。 

- URA等の研修参加及び学内外イベントにおける情報収集・活動発信・ネットワーキング 

学内において、URA向け研修、URAと学長との懇談会、URAと理事・副学長（研究担当）との意見交換会

等を定期的に開催するとともに、URA 等の全国的ネットワーク等に引き続き積極的に参加させ、情報収

集、活動発信、ネットワーキングに注力させる。 

- URA制度の設計・業績評価試行導入 
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2018年度中に「有期雇用職員就業規則」を改正し、URAを職名の一つとして規則に規定するとともに、

URA を 4 つの職階に分ける制度を制定する。また、2018 年 4 月から開始した URA の業績評価について

は、試行を経た後、評価結果を処遇と連動させていく。 

これらURA制度の運用とともに、その後、全国的に行われる予定のURA認定制度の導入を検討する。 

 - URA人件費等の確保に向けた「戦略的産学連携費」の導入・運用 

平成30年度、直接経費及び間接経費以外に共同研究を実施するうえで戦略的に必要となる経費「戦略的産

学連携経費」を設け、上述のオープンイノベーション機構にてマネジメントを行う共同研究において、運

用を開始した。同経費には、URA 人件費のエフォート相当額を計上することが出来るよう制度を構築して

いる。また、教員人件費のエフォート相当額も計上可能とし、計上したうちの50％をオープンイノベーシ

ョン機構へ還元することとした。これらにより確保した財源を戦略的に活用し、URA ポストの維持、一部

URAの無期雇用化に向けた制度設計を行い、アウトカムの達成に繋げる。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率 34.6 ％ 35.78 ％ 

産学共著論文率  6.2 ％  3.68 ％ 

Top10％論文率 15.9 ％ 10.96 ％ 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ これまでの、内部調整や体制整備といった準備作業に多くのエネルギーが使われてきたという印象を

払拭できるような事業推進を期待したい。 

⃝ URA が研究を総合的に分析した結果、強みを生かす方向で「戦略分野」が選定されたことは、高く評価でき

る。 

⃝ 融合研究を推進する中で、理工系と人文系教員のワークショップを開催し、異分野融合の推進を試みたこと

は、貴学の文化を変えていく一つの力になることが期待できる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省 
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【D.:ダイバーシティ（多元的多様性）を推進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

『「D.C.&I.戦略」に示された方針は、今後の具体案の実施につながる』と評価された一方、『ロードマ

ップを含めた計画の精密化が必要と考えられる』『本事業を着実に推進できる、財政面を含めた計画が期

待される』と指摘を受けたことを踏まえて、『D.C.& I.戦略』の構成要素である『D.』『C.』『I.』を、そ

れぞれ本フォローアップにおける将来構想として設定するとともに、ロジックツリー及びロードマップと

して明確にした。【将来構想１～３共通】 

② 現状の分析と取組への反映状況 

事業終了時アウトカム（多様な人材の確保）に係る 2017 年度の各実績は、目標達成に向けて、おおむ

ね順調に推移しているが、「クロスアポイントメント適用者数」、「大学院博士課程修了者数」に課題があ

る。「多様な人材の確保」は、下記将来構想２～３において後述する目標を達成するための基盤的要素と

して重要であることから、2018年度以降、全般的に取組を加速していくこととしている。 

具体的には、「大学院博士課程修了者数」に関しては、中間的なアウトカムとして「国際文理共同専攻

の設置」や「卓越大学院構想の策定」を掲げ、2018年度以降、イノベイティブ博士の育成を強化するシス

テムの検討を行っていくこととした。 

機関名 電気通信大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事（研究・国際戦略担当） 

氏名 福田 喬 氏名 中野 和司 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ 

全体に対する所見 

 構想の実現に向けたこれまでの取組によって、計画は順調に進捗していると考えられる。将来構想の実現
にあたっては、ＵＲＡの人事評価制度の可視化を行うとともに、本事業を着実に推進できる、財政面を含め
た計画が期待される。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

学長のリーダーシップによる全学的体制の整備が進んでおり、「研究戦略統括室」を中心とする、学内関
連組織との有機的連携も含め評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

「Ｄ.Ｃ.＆Ｉ.戦略」に示された方針は、今後の具体案の実施につながると考えられる。今後５年間に想定
される問題の打開方法を具体化し、ロードマップを含めた計画の精密化が必要と考えられる。 
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「クロスアポイントメント適用者数」を含む「多様な人材の確保」全般に関しては、中間的なアウトカ

ム指標として、「学長裁量ポストを活用した登用システムの再構築」及び「教員評価システムの再構築」

を設定し、2018 年度以降、IR 室と連携した教員パワー分布分析の強化や、学長裁量ポストによる多様な

人材登用など、組織連携の拡大に資する人材登用施策を推進していくこととした。 

将来構想２【C.:コミュニケーション（深い相互理解、相互触発、連携・協働）を推進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

『「D.C.&I.戦略」に示された方針は、今後の具体案の実施につながる』と評価された一方、『ロードマ

ップを含めた計画の精密化が必要と考えられる』『本事業を着実に推進できる、財政面を含めた計画が期

待される』と指摘を受けたことを踏まえて、『D.C.& I.戦略』の構成要素である『D.』『C.』『I.』を、そ

れぞれ本フォローアップにおける将来構想として設定するとともに、ロジックツリー及びロードマップと

して明確にした。【将来構想１－①再掲】 

なお、全体所見において『URA 人事評価制度の可視化』の必要性を指摘された点については、事業終了

時アウトカムとして「ネットワーク型URAの普及・定着（URAの内在化）」を設定するとともに、中間的な

アウトカムとして、「ネットワーク型URAの機能強化（UEC/URA制度の再構築）」を掲げることとした。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

事業終了時アウトカム（組織連携の拡大による研究力強化）に係る2017年度の各実績を見ると、「科研

費新規採択率」、「工学系・情報系分野の国際共著率」などの指標については相応のレベルにあるが、組織

的研究連携の進捗度を計る指標（他機関との異分野融合プロジェクト数、国際連携プロジェクト数など）

に関しては、更に取組を加速する必要がある。 

中間評価時に掲げた『D.C.&I.戦略』（組織連携の拡大と資金獲得の強化）は、まさにこの課題解決のた

めのものであり、この戦略を着実に遂行し目標を達成するため、中間的なアウトカムとして「研究統合基

盤の整備」を設定し、2018年度以降、以下のような総合的な取組を推進していくこととした。 

   ・組織連携を加速・支援するための取組 

（本学重点研究分野に係る拠点活動、研究インテグレーション促進支援、URA によるネットワーク

形成の取組、など） 

   ・組織連携のきっかけとなる場の提供 

（海外との研究者交流、外国人著名研究者招へい、グローバル・アライアンス・ラボを通じた交流、

国際シンポジウム等の開催支援、UEC版サバティカル促進制度、など） 

   ・組織連携の前提となる各教員の研究力を維持・向上させるための取組 

（研究エフォート率向上支援、科研費獲得支援、論文投稿料の支援、研究関連コンプライアンスの

推進、など） 

将来構想３【I.:イノベーションを持続的に創出する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

『「D.C.&I.戦略」に示された方針は、今後の具体案の実施につながる』と評価された一方、『ロードマ

ップを含めた計画の精密化が必要と考えられる』『本事業を着実に推進できる、財政面を含めた計画が期

待される』と指摘を受けたことを踏まえて、『D.C.& I.戦略』の構成要素である『D.』『C.』『I.』を、そ

れぞれ本フォローアップにおける将来構想として設定するとともに、ロジックツリー及びロードマップと

して明確にした。【将来構想１―①再掲】 

なお、『本事業を着実に推進できる、財政面を含めた計画が期待される』との指摘に関しては、下記②

に記載のとおり、「共同研究講座制度の創設」をアウトカムとして設定するなど、大型の資金獲得を図る

取組を強化することとした。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

本事業採択から 2017 年度までの間、共同研究や知財収入は大幅に増加してきているが、事業終了時ア

ウトカム（研究成果の社会実装と資金獲得の強化）に係る 2017 年度の各実績を見ると、全般的に今後の

取組を加速する必要がある。 

中間評価時に掲げた『D.C.&I.戦略』（組織連携の拡大と資金獲得の強化）は、まさにこの課題解決のた

めのものであり、将来構想１及び将来構想２との相乗効果も含め、着実に将来構想３の事業終了時アウト

カムである「研究成果の社会実装と資金獲得の強化」を達成できるよう、中間的なアウトカムとして「イ

ノベーション創出基盤の整備（共同研究講座制度の創設、他）」を設定するとともに、2018年度以降、UEC

アライアンスセンターを活用した協働と共創の取組など、共同研究の組織化・大型化に向けた取組に注力

していくこととした。 

 

なお、以上の将来構想１～３において述べたような『D.C.&I.戦略』（組織連携の拡大と資金獲得の強化）

に基づく取組の統合的な成果の具現化として、将来構想全体の評価指標に掲げた『新研究棟 AI for X ビル

建設計画の策定』が実現できるものと考えている。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率      ３８．４％ 

産学共著論文率       ２．８％ 

Top10％論文率       ６．０％ 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 「大学院博士課程修了者数」に課題があるとの自己分析に立って、「国際文理共同専攻の設置」や「卓

越大学院構想の策定」等を打ち出している。産業界で活躍するリーダー的な博士人材の育成には、欧米

のベストプラクティスに貴学の特長を加えた「学術の基礎に立った実践的リーダー」育成への取組みを

期待したい。そのために学内でのトップダウンに加えてボトムアップの創意工夫と実践を期待する。 

⃝ 全般的に取組みを加速させることが望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【世界的な研究拠点の形成】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 取組み状況を把握する指標として、論文の国際共著率の目標値を設定。次世代のＷＰＩを目指す最先端国

際研究ユニット支援数の目標値等と併せて進捗管理し、着実に推進する。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

○これまで本事業で支援したユニットにおける活動成果（国際共著率の上昇等）を踏まえ、最先端国際研究

ユニット等の目標値に基づき継続支援し、拠点形成に向けた活動を推進。 

○ＩＲ本部における各種研究情報の収集、研究力分析、企画立案機能を活用し、各種施策を検討。 

○多層構造による新研究領域のダイナミックな創出に向けて各ステージ（StageⅠ：若手研究者支援、Stage

Ⅱ：次世代研究拠点形成、StageⅢ：世界最先端研究拠点形成）ごとの組織的な支援を強化。 

将来構想２【若手研究者の育成とダイバーシティの拡大】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 取組み状況を把握する指標として、若手研究者を支援するYoung Leaders Cultivation（YLC）プログラム

に採択された教員数、外国人教員数、女性教員比率の目標値を設定。若手新分野創成研究ユニットの支援数

の目標値等と併せて進捗管理し、着実に推進する。 

機関名 名古屋大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副総長 

氏名 松尾 清一 氏名 髙橋 雅英 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ 

全体に対する所見 

研究推進の力となるインセンティブの工夫を含めた基盤が構築されており、自主財源の活用も含めた全学を
挙げた創意工夫のある取組が実践され、計画の達成と今後の展開が期待できる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

効果的な研究推進の実現を可能とする工夫がなされ、全学の教育・研究・社会貢献の三位一体的推進による
成果が上がっており、研究推進室、産学官連携推進本部、ＲＡ室を一体化した包括的マネジメント体制を構
築するなど高く評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

ＵＲＡ増員と雇用形態変更によって、大学全体の研究戦略立案、研究・産学官連携マネジメントを発展させ
る強力な基盤の構築など、今後の発展が期待される。構想の実現に向けて、より明確な数値目標を掲げ、着
実な推進が望まれる。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

○これまで本事業で支援したユニットにおける活動成果（大型外部資金獲得、ベンチャー創出等）を踏まえ、

若手新分野創成研究ユニット等の目標値に基づき継続支援し、異分野の若手研究者のユニット構築、新分

野開拓等を推進する。 

○ＹＬＣのこれまでの成果（国内外でのテニュアポスト獲得等）を踏まえ、支援規模を確保（外国人枠・女

性枠を含む）し、各種制度改革（テニュアトラック制度の見直し等）と併せて若手研究者の育成、ダイバ

ーシティ拡大に向けた取組みを推進する。 

将来構想３【国際的な研究大学としてのネットワークの構築・環境整備】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

取組み状況を把握する指標として、国際会議開催数等の目標値を設定。他の国際ネットワーク構築に向け

た取組と併せて推進する。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

○各ランキングにおけるレピュテーションのウェイトを考慮し、本学の知名度向上にも資する取組みとし

て、国際会議開催支援を目標値に基づき継続支援し、国際共同研究の促進、海外情報発信等を推進する。 

○世界トップ大学とのジョイントディグリー、海外拠点を活用したネットワーク構築を推進する。 

○アジア共創教育研究機構による人文・社会科学系の共同研究プラットフォーム構築を推進する。 

将来構想４【イノベーション創出に向けた産学官連携等の推進】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

取組み状況を把握する指標として、産学官連携等収入の目標値を設定。将来構想１～４の活動を支援する

ＵＲＡ組織（学術研究・産学官連携推進本部）の機能強化のためＵＲＡの無期雇用化の目標値を設定。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

○将来構想１～４の達成のためには、戦略的マネジメントを行うＵＲＡ組織（学術研究・産学官連携推進本

部）の機能強化が必要不可欠なため、３０名程度の範囲内で、ＵＲＡの無期雇用化を段階的に推進する。 

○ＵＲＡ機能強化により、本格的産学連携の推進（指定共同研究の推進、産学協同研究講座・部門の拡充、

企業との戦略的なパートナーシップ構築）、産学共創による研究開発拠点の整備・充実を図る。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率  ３１．７ ％ － 

産学共著論文率   ４．０  ％ － 

Top10％論文率  １１．７ ％ － 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ これまでの着実な事業展開に基づき示された今後５年間の将来構想には力強さを感じさせるものがあ

り、今後の展開に期待する。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 
 

  

機関名 豊橋技術科学大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 副学長 

氏名 大西 隆 氏名 田中 三郎 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ－ 

全体に対する所見 

限られた規模の中で、産学連携に積極的に取り組み、研究力強化に向けた体制の整備が進んでいるなど、
当初の構想を着実に遂行している。一方、これからの 5 年間に行うことが明確であるのに対し、その予測
成果を反映したKPIが設定されておらず、再検討が必要と考えられる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

産学連携を推進するための要件を掲げ、対応できる体制を整えることで研究成果を社会実装するなど、成
果を上げている。URA組織については早急なシステム構築が必要と考えられる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

強みとなる分野を見極め、必要な投資を行い、研究分野の集積を行うための具体的なテーマが挙げられて
おり、成果が期待できる。一方、URAの恒久化に向けた雇用財源確保への、具体的な取組が必要と考えられ
る。 
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将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【オープンアプリケーション方式による社会実装型研究拠点の形成】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

学内公募テーマから学内審査を経て選定された「イノベーション協働研究プロジェクト」に、それぞれ担

当の URA／コーディネーターを配置して支援し、プロジェクトの継続性を審議する審査会では、担当教員と

ともに活動報告を行っている。このような取組を通して、URA／コーディネーターによるマネジメント機能

の強化と、その活動に対する学内への認知度向上を図っている。これはURA組織のシステム構築につながる

ものであり、この取組を継続することで「指標(3) 先端共同研究ラボラトリー等の設置・運営数：3 件以上

（2021年度）」および「指標(4) 研究成果の社会実装・社会提言への貢献数：3件（2021年度）」の達成につ

なげていく。 

 予測成果を反映したKPIの設定については、中間評価時に設定した「共同研究・受託研究の受入額」に関

わる KPI を見直し、今後はより高い目標を目指していく。この KPI 見直しは、資金改革（URA の恒久化に向

けた雇用財源確保）の強化につながるものである。 

■ 指標(5):共同研究・受託研究の受入額 

中間評価時点： 654百万円/年以上（2017-2021年度の平均値） 

修正後   ： 810百万円/年（2017-2021年度の平均値） 

② 現状の分析と取組への反映状況 

イノベーション協働研究プロジェクトは、本事業補助金および機能強化経費を原資としてマッチングファ

ンドにより運営するもので、平成28年度に16件のテーマでスタートして現在は20件になっている。また、

平成 30 年度には、異分野融合研究を推進するエレクトロニクス先端融合研究所の研究者（承継教員）を増

強する計画である。これらの取組により、成果の社会実装をめざした異分野融合研究の加速度的進展が期待

できる。 

新たなKPI「指標(5) 共同研究・受託研究の受入額：810百万円/年」の達成に向けて、研究推進アドミニ

ストレーションセンター（RAC）が中心となって、一件当たりの共同研究等受入額を増やすため、組織対組

織の包括連携の下で機関連携型共同研究を推進している。 

将来構想２【社会実装を志向したイノベ－ション人材の育成】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

社会連携推進センターにおいて、社会人向けリカレント教育として、産業技術科学分野と地域社会基盤分

野の人材育成プログラムを提供し、地域社会の活性化、科学技術系人材育成のための活動を行っており、こ

の活動を通して「指標(6) 職業実践力育成プログラム運営数：2 件（2021 年度）」および「指標(7) 社会人

向け実践教育プログラム運営数：13件（2021年度）」の達成につなげていく。社会人の人材育成は、共同研

究活性化の基になる取組である。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

平成 29 年度は、「指標(6) 職業実践力育成プログラム運営数」が 3 件、「指標(7) 社会人向け実践教育プ

ログラム運営数」が 13 件であった。いずれも順調に進んでおり、さらに質的向上を図りながらこの取組を

継続することで、今後も成果が期待できる。 
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将来構想３【技科大と高専が連携・協働したグローバル・イノベーション人材の育成】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 高専連携推進センターにおいて「高専連携教育研究プロジェクト」を推進している。これは高専の教員、

高専学生、本学教員による3者の共同研究プログラムであり、この活動を通して「指標(9) 高専連携教育研

究プロジェクト研究運営数：30 件（2021 年度）」の達成につなげていく。また、平成 29 年度からは、企業

を加えた4者の共同研究「企業連携イノベーション研究」も併せて実施している。企業との連携による高専

教員・学生の人材育成は、共同研究活性化の基になる取組である。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 平成 29 年度は、「指標(8) 高専生短期研修参加者数（国内/海外）」が 169 名、「指標(9) 高専連携教育研

究プロジェクト運営数」が 59 件であった。いずれも順調に進んでおり、この取組を継続することで今後も

成果が期待できる。 

将来構想４【IR機能、戦略提言機能、研究活動の支援機能の自立化】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

研究推進アドミニストレーションセンター（RAC）の各室会議、全体会議、URAオフィス連絡会等を通して、

大学の方針および進捗状況の共有と、課題解決のための議論を定期的に行い、OJT による URA／コーディネ

ーターの人材育成を行っている。これはURA組織のシステム構築に関わる取組である。 

 URA 組織のシステム構築の一環として、平成 30 年 4 月に、研究推進アドミニストレーションセンター

（RAC）内に「産学官連携リスクマネジメント室」を新設し、さらなる機能強化を図った。9月には、従来の

「産学連携推進室」と「知的財産管理室」を統合して「産学官連携推進室」を設置し、業務の集約化と効率

化を図った。 

以上の取組を今後も継続することで、本事業終了後の自立化に向けた機能強化・集約化・効率化を図り、

「指標(10) 自主財源によるURA配置人数：5名（2022年度）」および「指標(11) 専門職URAの人数：2名（2022

年度）」の達成につなげていく。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

IR、広報、戦略立案、産学連携、発明創出支援、知財管理、リスクマネジメント等の支援機能の強化が図

られており、民間企業との共同研究等受入額における高い実績（2017年度327百万円）や、大型プロジェク

トの獲得（平成30年度JST産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）の採択）に結びつ

いた。この取組を継続することで、今後もさらなる機能向上が期待できる。 

新設した「産学官連携リスクマネジメント室」は平成 30 年度から活動を開始し、利益相反、秘密情報管

理、安全保障輸出管理のマネジメントを担当する。2つの室の統合により誕生した「産学官連携推進室」は、

産学連携プロジェクトの大型化を推進する。この組織改革により、さらなる外部資金の増加が期待できる。 

将来構想５【研究促進のための人事交流の拡大】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

資金改革（URA の恒久化に向けた雇用財源確保）の一環として、産学官連携によるプロジェクトの大型化

を目指しており、クロスアポイントメント制度を活用した人事交流を実施している（具体的な成果は以下②

参照）。この取組を今後も継続し、「指標(12)クロスアポイントメント制度適用研究者数：2名（2021年度）」

の達成につなげていく。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

平成30年度の「JST産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）・共創プラットフォーム

育成型」に申請し採択された。参画メンバーの中にクロスアポイントメント制度を適用した研究者1名が含

まれており、研究課題の一部を担当する。これを契機として、今後もさらなる人事交流の拡大が期待できる。 
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将来構想６【人材力の強化】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 URA 組織のシステム構築につながる取組の一つとして、若手教員の育成のための支援（科学研究費助成事

業に関する説明会等）をURAが企画し実施しており、学内におけるURA職の認知度向上につながっている。

また、若手教員の実務能力向上のための指標として、「指標(13)  若手教員の産学連携関与比率：60％以上

（2021 年度）」を設定しており、これを URA／コーディネーターが支援している。この取組は、産学連携の

拡大による資金改革（URAの恒久化に向けた雇用財源確保）にもつながるものである。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

若手研究者の育成支援として、9月に開催した「平成31年度 科学研究費助成事業に関する説明会」では、

企画から開催までURAが深く関わった。若手教員については毎年テニュアトラック教員を採用しており、平

成29年度は1名を採用した。女性教員の登用も推進しており、平成29年度は7名を採用した（うち女性限

定公募による採用は 5 名）。今後も、優秀な人材確保および若手人材育成のための支援を継続し、人材力の

強化につなげていく。 

将来構想７【知の基盤の強化】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

予測成果を反映したKPIの設定について、中間評価時に設定した「海外研究機関との共同研究ラボラトリ

ー運営件数」および「Top 100 journal 掲載論文率」に関わるKPIを見直し、今後はより高い目標を目指し

ていく。 

■ 指標(15)：海外研究機関との共同研究ラボラトリー運営件数 

中間評価時点： 2件以上（2021年度）  

修正後   ： 3件（2021年度） 

■ 指標(16): Top 100 journal 掲載論文率 

中間評価時点： 24.7％以上（2016-21年の平均値） 

修正後   ： 30.0％（2016-21年の平均値） 

 URA組織のシステム構築に関わる取組として、URAが研究力分析を行い、結果を定期的（3ヶ月ごと）に学

長・理事に報告している。また、研究戦略策定にもURAが深く関わり、学長・理事との面談を行いながら戦

略の立案を行っている。このように大学執行部と緊密な関係を保ちながら、URA としての活動を推進できる

体制となっている。この取組を継続し、「指標③ 強みとなる分野の研究領域数：3 分野（2020 年度）」、「指

標(16) Top100journal 掲載論文率：30.0％（2016-2021 年の平均値）」および「指標(17) 最先端研究に係る

論文の被引用数(CNCI)：0.75以上（2016-2021年の平均値）」の達成につなげていく。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 URAによる研究力分析と研究戦略案策定の取組により、平成30年度「JST産学共創プラットフォーム共同

研究推進プログラム（OPERA）・共創プラットフォーム育成型」の採択に結びついた。今後もIR、戦略立案の

ための活動を継続し、大学全体の研究力強化に貢献する。 
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将来構想８【資金改革の強化】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

「指標(18) 民間企業との共同研究費等受入額：236百万円/年以上（2017-2021年度の平均値）」の達成と

併せて、将来構想１【オープンアプリケーション方式による社会実装型研究拠点の形成】において見直した

KPI「指標(5) 共同研究・受託研究の受入額：810百万円/年（2017-2021年度の5年間の平均値）」の達成に

向けて、資金改革（URAの恒久化に向けた雇用財源確保）の取組を継続していく。 

予測成果を反映した KPI の設定については、中間評価時に設定した「特許権実施等収入額」に関わる KPI

を見直し、今後はより高い目標を目指していく。この KPI 見直しは、資金改革（URA の恒久化に向けた雇用

財源確保）の強化につながるものである。 

■ 指標(19):特許権実施等収入額 

中間評価時点： 5.9百万円/年以上（2017-2021年度の平均値） 

修正後   ： 6.0百万円/年（収入額）または140件/年（件数）（2017-2021年度の平均値） 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 「指標(18) 民間企業との共同研究費等受入額」は、研究推進アドミニストレーションセンター（RAC）が

中心となって推進した産学連携の取組が功を奏して、平成 29 年度の実績が 328 百万円となり、本事業開始

後前半の4年間の実績236百万円（2013-16年度の平均）に対して約39％増となった。今後も大型共同研究

の推進に取組み、さらなる資金改革を目指していく。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率       －      ２１.８ ％ 

産学共著論文率       －       ３.２ ％ 

Top10％論文率       －       ５.５ ％ 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 大学規模による困難と利点もある中、現在、国立大学が取り組んでいるKPIの設定にURAが関わってい

ることは、高く評価できる。現状と強みをよく知るURAの真価を発揮できる場面となることを期待した

い。 

⃝ 地域のニーズに応える「オープンアプリケーション方式による社会実装型研究拠点の形成」に強い意欲

が窺え、その成果を期待したい。加えて、資金改革の強化の視点からも「共同研究・受託研究の受入額」

は重要な指標であると認識している。そのことをURA組織の実績として毎年積上げることが望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【越境する「知」「人」を生み出し循環させる大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 研究力強化、社会的課題解決に向けて、国際共同研究、学際研究、人文・社会科学研究、産官学

連携といった多面的な取組を組み合わせた支援プログラムを URA「全学一元化体制」のもと着実

に実施。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 成果を上げている融合チーム研究プログラム（SPIRITS）において、従来の【国際型】【学際型】

に加えて新たに【産官学共創型】を新設し、産官学連携においても新たな共同研究を推進。 

 URAが国際戦略本部員を兼任する形で学内の国際協働体制を整備し、URAの派遣・駐在により国際

協働の深化に向けて成果を上げている海外拠点（ASEAN・欧州）の機能をさらに拡張すると共に、

新たな海外拠点等やOn-site Laboratoryの設置準備を開始。 

 今まで個別対応であった外国人及び次世代の研究者に対する支援を全学的な研究支援プログラム

として位置付け、多様な人材育成・確保に向けた支援施策を体系的に開始。 

 新設した事業子会社「京大オリジナル株式会社」への URA 組織（学術研究支援室）からのキャリ

アパスを構築し、産官学連携本部を中心とする産官学連携の支援体制を強化。産官学連携の推進

をさらに多面的に加速。 

機関名 京都大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 山極 壽一 氏名 湊 長博 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： S 

全体に対する所見 

当初計画は極めて順調に進捗しており、多様な取組を組み合わせて目標を上回る実績を上げている。人
文・社会科学系研究支援プログラムの構築も、全国的なロールモデルとして成果が期待され、これまでの
取組を一層発展させ、着実な目標の達成が期待できることから、高く評価できる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

学長のリーダーシップにより業事統括体制・実施体制が確立しており、URA のキャリアパスの明確
化、KURA による研究力強化、IR シンクタンク等「全学一元化体制」による多面的・先進的な取組は高
く評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

 自主財源によるURA の雇用が既に始まっており、定着化への努力がなされている。また、社会的課題
解決への取組、産学連携に向けた取組は画期的であり、着実な実施による目標の達成が期待できる。 
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 本学の将来構想（WINDOW 構想）の実現に向けて、学内組織を横断する取組を URA「全学一元化体

制」のもとで持続的に実施し、人文・社会科学研究を含む研究力強化を促進。 

将来構想２【URAが定着し経営を支える大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 URA雇用の自主財源雇用化を拡大するとともに、大学の経営・IR機能へのURAによる支援を強化。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 新設した大学運営の戦略・企画調整のためのプロボストオフィスにURAを兼任させ、大学の経営・

IR機能を強化してエビデンスに基づく大学の戦略的運営を推進。 

 更なる定着化を目指し、自主財源雇用のURAに対して勤務評定を踏まえた無期雇用化を開始。 

将来構想３【日本のURAシステムの先導的モデル大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 全国的なロールモデルとなるべく、多面的・先進的な活動成果を学外に展開する取組を強化。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 独自に開発した京大 URA 育成カリキュラムを Level２まで本学 URA に対して実施。本カリキュラ

ムの内容は学外にも紹介するとともに、カリキュラムの学外展開の検討も開始。 

 刷新したWEBサイトを用いて、URAの活動成果を体系化し継続的に発信。活動成果はRA協議会や

研究大学コンソーシアムにおいても発表・共有。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率         31.2 ％       31.0 ％ 

産学共著論文率           4.5 ％          2.9 ％ 

Top10％論文率       12.0 ％         10.7 ％ 
 

 2018年 10月 1日現在のデータを用いて算出 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 将来構想１、２及び３ともに、日本の大学改革の先頭に立った取組みとして評価できる。また、ＵＲ

Ａ教育への広範かつ積極的な貢献についても高く評価できる。 

⃝ 貴学が日本の大学のトップになることに止まらず、「教育・研究・社会貢献」の一体的実践の世界レベ

ル化に向けてトップダウンとボトムアップの両方向から創意工夫する文化の一層の強化に期待した

い。特に社会でリーダー的存在となる博士課程修了者の質と量の向上にも取組むことが望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想【世界屈指のイノベーティブな大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・URA の効果的な活用をさらに進めることにより、国際的研究環境の充実に努め、WPI アカデミー拠点であ
る免疫学フロンティア研究センター（IFReC）とともに、世界的研究拠点の形成を続ける。 

・URAのキャリアパスの明確化の効果が更に学内に浸透するようにURAの 4職階を全学制度として明確化し、
高度専門人材の更なる確保・活用を進めることとした。 

・学内資源の再配分による循環システムを構築するために、社会との共創イノベーションを先導する共創機
構に高度専門人材を配置し、研究大学強化促進事業で雇用しているURAとの連携を図る計画とした。 

・URA が全国的に定着することを視野に入れた取組として、好事例の学外への情報発信をより積極的に行う
計画とした。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

アウトカムに対応する指標の2017年度実績、目標達成に向けた課題を以下の２つの表に示す。 

「事業終了までの」

指標 

実績 

2017 
目標達成に向けた課題 

対応する 

主な取組 

世界最先端研究機構

の拠点数 

WPI クラ

ス1拠点 

研究動向と学内人材の分析に基づき研究領域の検討

を進め、新たな拠点を形成することが課題である。 
[1][2][3][5] 

 

機関名 大阪大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 西尾 章治郎 氏名 八木 康史 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ｓ 

全体に対する所見 

積極的に組織強化を行い、URAの効果的な活用による具体的な成果が創出されている。今後の研究力強化
に向けた国内のモデル大学となることが期待できる優れた取組であり、高く評価できる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

IRを活用した組織改革の下、URAの「第3の職」としての位置づけ、キャリアパスの明確化等、本事業の
目的に沿った事業が展開されており、計画された成果が着実に創出されている。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

事業終了後の活動継続を担保するための財源措置として学内資源の再配分による循環システム構築の検
討、加えてURAが全国的に定着することを視野に入れた取組の計画等、特筆すべき構想となっている。 
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先導的学際研究機

構の領域数 

6領域 

（累計） 

領域数は順調に増加している。それら中から有望なグ

ループを育成して、世界最先端研究機構の拠点に発展

させることが課題である。 

[1][5] 

データビリティフ

ロンティア機構に

おける研究プロジ

ェクト数 

28プロ

ジェク

ト 

順調に進捗している。引き続き、データ駆動型科学の

考えを学内に浸透させ、研究プロジェクトとなる新た

な領域を探索することが課題である。 

[1][5] 

大阪大学内の国際

ジョイントラボ数 
57 

順調に進捗している。新たな国際ジョイントラボの設

置を推進することにより、国際的研究環境の充実に努

める。 

[4] 

外国人教員比率 7.0% 
順調に進捗している。引き続き、国際公募を推進する

こと、外国人教員に対する支援を充実する。 
[6][7] 

若手教員比率 30.7% 
若手教員を対象とした支援策を充実させることによ

り、より魅力的な研究環境になるように努める。 

[8][9] 

[10][11] 

女性教員比率 14.9% 

順調に進捗している。女性教員を対象とした支援施策

を充実させることにより、より魅力的な研究環境にな

るように努める。 

[8][9] 

[10][11] 

自主財源による本

部URA配置数 
10名 

自主財源によるURAを安定的に雇用し、本補助事業雇

用URAと一体的に運用する。加えて、IFReCや部局の

URA(類似職を含む）と引き続き連携していく。 

[12][13] 

URAを配置している

部局（等）数 
1 

URAの 4職階（呼称）がより広く学内で適用されるよ

う、学内ネットワークの連携を深めることが課題であ

る。 

[12][13] 

グローバルナレッ

ジパートナー校の

数 

1 

グローバルナレッジパートナー等による国際協働ネ

ットワークの基盤を形成するために、海外研究者との

交流を推進することと、事務職員の国際対応能力をさ

らに向上させることが課題である。 

[14][15] 

国際合同会議の件

数 

60件

(2013 

からの

累計) 

順調に進捗している。大阪大学の研究者グループと海

外の研究者グループとの交流を継続的に推進する。 
[14] 

若手・女性研究者の

海外派遣と海外研

究者招へいの数 

65件 

（2013

からの

累計） 

順調に進捗している。大阪大学の若手・女性研究者と

海外の研究者との共同研究を引き続き推進する。 
[14] 

ガバナンスの効率

化のために大学経

営総括理事と教育

研究総括理事を支

援するURAとURA類

似職の数 

3名 
ガバナンスの効率化の為に優秀なURAとURA類似職の

確保と活用を進めることが課題である。 
[12] 

財務基盤強化のた

めに「知」と「人材」

と「資金」の好循環

を推進する共創機

構における高度専

門人材数 

11名 

「知」と「人材」と「資金」の好循環を推進するため

に、優秀な高度専門人材（URAを含む）の確保と活用

をさらに進める。 

[12] 

共同研究講座・部門

と協働研究所数 
69 

順調に進捗している。企業との密接な研究連携をキャ

ンパス内でさらに進める。 
[16] 

産学連携による民

間資金獲得額 
72億円 

順調に進捗している。研究成果の事業化に向けた活動

を含め、産学連携を強力に推進する。 
[16] 
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「中間的な」指標 
実績 

2017 
目標達成に向けた課題 

対応する 

主な取組 

論文剽窃チェックツ

ールiThenticateの

登録者数 

2080 
研究倫理意識を高めるための取組を継続して実施す

る。 
[5] 

国際公募の割合 93% 
順調に進捗している。引き続き、国際公募に係る業

務の効率化を進める。 
[6] 

英語による科研費申

請数 
62件 

外国人教員が日本人教員と同等に活躍できるように

支援を充実することが課題である。 
[7] 

多様な人材や異分野

が融合する若手・女

性研究者を含むグル

ープの構成を目指す

新たな施策による研

究グループ数 

- 
若手・女性教員を対象とした支援策を充実させるこ

とが課題である。 
[10][11] 

大阪大学URAスキル

標準の高度化及び運

用 

第2版の

作成 

URAの知識と技能をさらに向上させるために、改訂・

運用開始したスキル標準を日々の業務の中で定着さ

せることが課題である。 

[12] 

事務職員による海外

の大学の訪問企画と

調査への参加者数 

120名

(2013年

度から

の累計) 

日常業務多忙の中、企画と実施に充てる時間を捻出

することが課題である。 
[15] 

実用性検証のための

施策（大阪大学

Innovation Bridge

グラント）の実施数 

22件 
研究成果の事業化に向けた取り組みを継続的に推進

する。 
[16] 

※：「教員」には特任教員（常勤）を含む 

上記の課題整理にもとづき、2018年度以降のアウトプットに次のように反映した。 

[1] 国の政策情報の収集や国際的研究動向の調査分析、及び研究IR 

新たな WPI クラスの拠点を形成するため、研究動向に関する情報とデータに基づく研究力分析を推進
することとした。 

[2] 世界的研究拠点としての トップレベル研究に対する支援体制強化 

[3] 世界的研究拠点としての国際競争力の一層の強化 

WPI アカデミー拠点である IFReC において、世界最高水準の研究組織にふさわしい研究支援の更なる
強化を進めることとした。 

[4] 国際共同研究拠点の強化（国際ジョイントラボの増設） 

新たな国際ジョイントラボ設置に向けた取組として、国際共同研究の奨励と研究者の交流の施策
（[14]）を実施することとした。 

[5] 研究者の研究倫理意識向上施策の実施 

世界的研究拠点として必須である研究倫理の意識向上施策を引き続き実施することとした。 

[6] 教員や研究員の国際公募の推進 

教員や研究員の国際公募実施時の業務量の削減のため、URA が人事課と調整し全学共通様式を用いた
公募要領作成支援ツールを開発することとした。 

[7] 外国人研究者に対する研究資金獲得支援 

外国人教員に対する支援として、研究資金獲得の為の英語マニュアルの作成等の URA による支援を強

化して実施することとした。 

[8] 外部資金情報の収集と学内周知、申請書作成支援、模擬ヒアリング等 

若手・女性教員を主な対象とした外部資金の獲得支援をURAと事務職員が連携して行うこととした。 
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[9] 研究情報の積極的な国際発信の支援 
[10] 学内人材の多様性を研究力強化に活かすための場の設定 
[11] 異なる研究分野の研究者の連携による研究グループの支援 

若手・女性教員を主な対象とした、英語論文の投稿支援、ホームページでの情報発信支援、研究者交
流の場の設定と新たな支援策の検討を行うこととした。 

[12] 研究マネジメント人材群の確保・活用 

学内の URA（類似職を含む）とのネットワークを深化し、部局等の間で専門知識や技能の情報共有を
さらに深化させることとした。加えて、URA の 4 職階（呼称）がより広く学内で適用できるよう改めて
学内での通知を行う事とした。 
加えて、ガバナンス支援人材、共創のための高度専門人材の確保・活用、これまでに雇用した URA と

の連携を進めることとした。 
さらに、URAの技能を向上させるための施策を講じるとともに、URAが全国的に定着することを視野に

入れた取組として、ホームページやRA協議会等での情報発信をより積極的に実施することとした。 

[13] 研究支援システム改革の横展開 

WPIアカデミー拠点である研究支援ノウハウを継続して学内に横展開することとした。 

[14] 国際共同研究の奨励と研究者の交流 

海外研究者との交流を推進するために、研究者の海外派遣や外国人研究者の受入をさらに進めること
とした。加えて、海外の研究者との合同会議の支援を継続して行うこととした。 

[15] 事務部門の国際対応・研究支援能力の強化 

事務職員の国際対応能力をより向上させるため、グローバルナレッジパートナー校等での OJT や調査
を行うこととした。 

[16] 研究成果の実用化支援 

研究成果の事業化や市場創出の可能性を研究の初期段階で効率的に把握し、実用化に向けた技術検証
を行う施策を継続することとした。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率    27.7％    29.4％ 

産学共著論文率     6.2％     3.6％ 

Top10％論文率    10.7％    10.1％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ これまで、研究大学として十分な実績を示しており、現状分析に基づいた今後の取り組みについても着

実な構想と判断され、本事業の最終成果が期待される。 

⃝ 一方で、URAの自主財源化率が低いため、事業終了後の対応方針の明確化が望まれる。 

 

- 41-



 
平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析（※） 

将来構想１【世界を牽引する国際研究拠点の形成】 
（＜※＞全体に対する所見に関して記載） 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

「世界的なフラグシップ国際研究拠点形成」に向けて本学の強みを活かした先端的研究を推進するため、

学長主導による国際的研究のインキュベーション機能を強化している。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

国際的に影響力が大きい研究成果を輩出・拡充することを最重要課題と考え、優れた国際共著論文等の輩

出を牽引する国際研究拠点の育成、創出を目的とし、学長主導による国際的研究の戦略的強化に取り組んで

いる。URA が先端融合研究環と協力し世界的なフラグシップ国際研究拠点の萌芽となる「極み」プロジェク

トを2018年度に制度設計した。「極み」プロジェクトの認定基準、及び満たすべき将来の目標を定め、認定

後3年目に中間評価し、最長6年間経費を配分し育成する。2018年度は1件を選定してスタートする。また、

「極み」プロジェクトの候補となる新たなプロジェクトを創出するため、URA が国際部等に協力し、拠点形

成事業獲得を促進する仕組みを構築した。更に、研究の国際発信を強化するための支援、若手研究者の長期

海外派遣制度の運用支援に取り組んでいる。 

「極み」プロジェクト制度を推進して2020年度には、目標基準を満たせるポテンシャルを有する「極み」

機関名 神戸大学  

統括 

責任者 

役職 学長 実施責

任者 

部署名 

・役職 
理事・副学長 

氏名 武田 廣 氏名 小川 真人 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： A 

全体に対する所見 

文理融合研究領域の創出も進んでおり、人文社会科学系を生かし、ユニークな観点から「世界的なフラグ
シップ国際研究拠点形成」を今後の目標とし、これらを軸としたシステム改革による進展に期待が持てる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

研究活動の分析によって、強みとした部分へは成果が現れており、弱みとする部分についても分析に基づ
く対応がなされているなど、制度面の整備が進んでいる。ポイント制の活用による人事システムも構築され
ている。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

URAに求める役割を設計し、文理間のバランスを考慮した必要な人数のURAと財源の検討がなされており、
研究力強化や社会、他機関との連携による機能強化も適切に計画されている。文理融合研究の研究力強化に
ついて、指標を明確にすることが望まれる。 
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プロジェクトを2件とする。且つ、拠点形成事業獲得の仕組みを活用することで、国際研究拠点のインキュ

ベーション機能を強化し、国際共著論文数3,500報（2017年-2021年累積）を目標に取り組む。 

将来構想２【「知の集積」を加速する研究基盤体制の強化】 
（＜※＞当初構想・計画の進捗状況に対する所見、及び今後5年間の将来構想に対する所見の「文理融合研究の研究力に関

する指標を明確にすることが望まれる」との指摘に関して記載） 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

現状分析結果に基づき先端研究・文理融合研究を推進するため、質の高い論文の増加、優秀な若手研究者

の増加、更に、質の高い研究を支える基盤的研究費の確保に取り組んでいる。今後、研究インフラの整備を

更に進め、加えて文理融合研究の研究力を計る指標の確立と運用を目指す。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

先端研究を推進するため、研究の基盤的経費である大型科研費の獲得数の増加、質の高い論文の増加、及

び将来を担う若手研究者割合の増加が必要である。 

URA は競争的研究資金獲得のための制度情報の収集と研究者への提供、申請書のブラッシュアップ支援、

模擬ヒヤリングの企画・開催支援等に今後も継続して取り組む。更に、専門技術職員の配置により、先端大

型共同利用機器の利用を促進し、研究環境の充実を目指す。 

優秀な若手研究者の集積と育成を図るため、URA は、1)若手研究者を対象とした英語論文スキル向上等を

図るセミナーの開催、2)テニュアトラック研究者に対してはテニュアトラック制度の運用状況を定期的に調

査し、育成を確実にする取組を行っている。テニュアトラック制度の運用状況の定期的調査を今後も継続す

ると共に、必要により制度の改定を提言する。テニュアトラック教員へのリサーチアシスタント、及び研究

支援推進員の配置等、研究環境面での支援も併せて行う。 

URA と戦略情報室が連携し、定期的な論文分析、必要な対応策の立案・提言を行う体制を構築した。今後

5 年間の将来構想に対する所見「文理融合研究の研究力に関する指標を明確にすることが望まれる」との指

摘に対しては、URAと戦略情報室による協力体制の下、2020年度までに文理融合研究の研究力に関する指標

の立案・提言を行い、確立する。本指標を活用して文理融合研究の拡大、強化を図る。 

今後、Top10％論文数、若手教員比率、大型科研費の獲得件数を目標に、更に、新たに定める文理融合研

究の推進に資する指標に加え、URA と戦略情報室が連携してモニタリング等を行い、必要に応じ経営に提言

し本構想の達成に資する。 

将来構想３【価値を協創するイノベーション輩出、マネジメントの強化】 
（＜※＞今後5年間の将来構想に対する所見に関して記載。） 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

URA 組織には優れた人材の増強等による体制強化に加え、組織的研究力強化だけでなく大学経営戦略の立

案と実現に資する役割を担うことを求め、経営戦略に関わる検討メンバーにURAを加えて育成している。ま

た、URA 等を想定した安定雇用制度、並びに将来のキャリアアップを図る仕組みとして、政策研究職員制度

を定め、本制度により2017年度にURA1名を雇用した。今後も、求められる役割を実践し高度化していくた

め、業務内容と制度面の両面で必要な措置を実施する。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

URAの自主財源化と育成を支える仕組みとして、URA等の安定雇用制度である政策研究職員制度を2017年

度に定め、これまでの自主財源による URA1 名に加え本制度適用第一号となる URA1 名を配置し、URA 体制を

整備・強化した。今後も自主財源による配置人数を拡大しURA組織の整備・強化を推し進める。加えて、URA

スキル認証を想定した人事評価制度を整備し、業務、能力評価と教育による人材育成を図る。 

URA が本学の研究戦略と一体となり、研究力強化の機能を担うため、理事・副学長・研究科長等で構成す

る戦略企画本部、及び部局代表者等で構成する全学委員会である学術研究推進委員会にURAを加え、全学的

課題の解決に関わる仕組みとした。本仕組みを活かし、大学経営戦略に資するURA組織として強化していく。 
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外部資金獲得額を目標として定め、自主財源による産学連携、知的財産、研究成果の社会実装、ベンチャ

ー伴走型シードアクセラレーターの体制の充実を図り、共同研究、包括連携研究を今後更に強く組織的に推

進していく。URAは競争的資金獲得、特に機関申請事業獲得で強く支援していく。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率     28.1％ 

産学共著論文率     2.25％ 

Top10％論文率     10.21％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ ここまで計画に沿って事業を進めており、中間評価で示された所見（課題）に対しても概ねそれに応え

る的確な対応策を予定していることから、今後の事業展開に期待したい。 

⃝ 一方で、中間評価において指摘のあった文理融合研究の研究力に関する指標の明確化については、「2020

年度までに文理融合研究の研究力に関する指標の立案・提言を行い、確立する」とされているが、具体

的取組み計画についても、ロードマップ等において明確化することが望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省ホ
ームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【優れた研究推進体制を持つ大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 中間評価所見における、研究戦略の実現に向けたURAの役割の明確化、URAの評価システム及び自主財

源の確保と最適な配置数等の検討による URA 制度の定着に向けた仕組み作りへの取組が必要との指摘へ

の対応として、新たな研究推進体制の構築を通じた URA 制度の定着、研究 IR 機能の強化及び研究者評価

システムの改革を通じたガバナンス改革、及び財政基盤の強化を図ることにより、優れた研究推進体制を

持つ大学を目指すことを将来構想として掲げた。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 本学では、研究マネジメント人材が、研究推進産学官連携機構、戦略的プログラム支援ユニット及び研

究交流部（事務組織）に分散配置されており、URAは同支援ユニットに所属している。今後、研究力強化

に必要な業務が拡大していく中で、研究戦略を明確にして種々の研究推進施策を効率的・効果的に実施す

るためには、研究推進体制の見直しが課題である。 

 このため、平成 30 年度は、同機構及び同支援ユニットを融合した研究推進組織の改組の検討を行うと

ともに、URAが企画立案する研究戦略や研究推進施策を全学的に審議・検討する場（全学委員会）の検討

を行う。このことによりURAの役割と位置付けの「見える化」を図るとともに、URA制度の改善を行う。 

機関名 岡山大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長（研究担当） 

氏名 槇野 博史 氏名 竹内 大二 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： B 

全体に対する所見 

 URAの活用・継続性と将来性についての具体的な方策が見えず、今後5年間の本事業のビジョンに対す
るURAの活動の明確化、自主財源の確保と最適な配置数等を早急に検討することが望まれる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

 学長を中心とした研究マネジメントの仕組みに取り組まれており、強みとする分野で成果が出ているこ
とは評価できる。研究成果の社会への還元に向けた取組の検討が必要と考えられる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

IRを基とした研究力強化に向けた具体的な戦略が望まれる。、また、研究戦略の実現に向けたURAの
役割の明確化が必要であり、URAの評価システム等についても検討し、定着に向けた仕組み作りへの積
極的な取組が望まれる。 
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 また、URA制度の定着のためには、財政基盤の強化が必要であるが、本学と民間企業との共同研究につ

いては、小規模の共同研究が多く（１件当たりの契約額が約 120 万円（平成 29 年度実績））、間接経費も

10％としており、今後、共同研究の大型化につなげ、また必要な間接経費を得ていくことが課題となって

いる。加えて、持続的に研究力強化を図るためには、企業等との共同研究の促進、特許権実施等収入の拡

充に加え、収益事業の創出等による新たな収入源の開拓が課題となっている。 

 このため、平成 30 年度は、企業等との共同研究費増に向けた方策の検討に着手するとともに、収益事

業の創出に係る取組の一つとしてコンサルティング業務の有償化等の取組を行う。 

なお、IRを基にした研究力強化に向けた研究戦略や研究推進施策の検討には、研究IR機能の強化が必

要であり、研究パフォーマンス分析、データベース構築の検討を行う（2021年度に行う第４期中期目標・

中期計画の策定にIR/IEを活用）。 

将来構想２【世界的な学術研究を推進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 中間評価所見における、IR を基とした研究力強化に向けた具体的な戦略が望まれるとの指摘への対応

として、研究基盤・環境の強化を通じた先進的研究の創出を促進し、世界的な学術研究を推進する大学を

目指すことを将来構想として掲げた。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 本学では、特に、光合成、植物ストレスの分野では世界最高水準の研究活動を行っているが、研究力強

化のためにはこのような学術研究拠点を更に発展させるとともに複数の拠点を形成していく必要がある

が、国の大学に対する財政支援の状況、また本学の財政事情及び研究支援体制を踏まえると、総花的に研

究を推進し、支援していくことは困難である。このような状況の下で、全学的な共通理解のもとに、限ら

れた予算・人的資源のなかでG研究機構における重点的支援の仕組みを再構築することが課題である。 

 このため、平成30年度は、研究IR等を評価基準として、重点研究分野の選定及び研究プロジェクトの

重点支援（担当URAを各プロジェクトに配置等）を行う。また、新たに策定する研究教授制度においても

研究 IR 等を審査に活用している。なお、重点研究分野の選定など G 研究機構における重点的支援の仕組

みの制度設計や選定プロセス、研究教授制度の制度設計や運用は、URAを中心に行う。 

将来構想３【イノベーションを推進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 中間評価所見における、研究成果の社会への還元に向けた取組の検討が必要との指摘への対応として、

将来構想１の財政基盤の強化にも資する取組、特に、全学的オープンイノベーションプラットホームによ

るエコシステムの構築、自治体との地域イノベーション推進体制の構築等により社会との連携強化を図

り、イノベーションを推進する大学を目指すことを将来構想として掲げた。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 本学は、将来構想１の現状の課題に示したように、民間企業との共同研究について、小規模の共同研究

が多く（１件当たりの契約額が約 120 万円（平成 29 年度実績））、今後、組織対組織による共同研究の大

型化が課題となっている。また、研究力強化を持続的に推進していていくためには、財源確保と研究・産

学連携への再投資との好循環を図る仕組みであるエコシステムの構築が必要となる。 

 このため、平成 30 年度は、メディカル・オープンイノベーションプラットフォームの構築に向けた検

討、自治体との地域イノベーション推進体制の構築に向けた検討を行う。 
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【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率        ３１．４％ 

産学共著論文率         １．６％ 

Top10％論文率        １０．１％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 中間評価で示された事業目標達成に向けた課題に対して、一部戦略の見直し、将来構想の強化が図

られており、強みとする研究分野で成果が出つつあることは評価できる。今後の事業展開に期待し

たい。 

⃝ URA制度の定着に向け、財政基盤の強化など示されている改善策の成果を期待する。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１ 
【広島大学の新長期ビジョン「SPLENDOR PLAN2017」に掲げた『持続可能な発展を導く科学』を実践する世
界的な教育研究拠点へと発展】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 本学独自の指標であるAKPI®、BKPI®のモニタリングやＩＲ分析を通じて強い研究分野を明らかにし、世界

的な教育研究拠点の構築と、教員人事の全学一元化による戦略的な人員配置を進めてきた。 

これらの取り組みを更に押し進めるとともに、優秀な若手研究者・女性研究者・外国人研究者が活躍でき

る魅力的な教育研究環境を整備する。 

具体的には、本学が有するAKPI®等高度なIR機能により、本学の特長ある分野・領域への戦略的重点支援

を行う。また、若手研究者が研究に専念できるよう中・長期的な研究活動が可能となる人事制度を整備する。

特に意欲的で創造性のある研究者に対し積極的に評価する制度と、ＰＩとして独立した研究が進められる環

境を整備する。これらの取組を通じてチャレンジングで国際的な学際・融合研究を推進し、イノベーション

を創出できる若手研究人材の育成と研究力の強化を図る。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 研究力のさらなる発展に向けて、平成29（2017）年4月に策定・公表した本学新長期ビジョン「SPLENDOR 

PLAN 2017」に掲げた『持続可能な発展を導く科学』を実践する世界的な教育研究拠点の構築を目指し、大

機関名 広島大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長（研究担当） 

氏名 越智 光夫 氏名 山本 陽介 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ 

全体に対する所見 

ＩＲの分析を通じた戦略的な取組によって、全般的に指標が向上しているなど、順調に進捗しており、更な
る進展が期待できる。若手研究者の確保及び定着への対策が必要と考えられるため、教員人事制度の見直し
等の検討を含め、引き続き対策の実施が望まれる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

大学の強み、弱みを分析し、客観化することにより、研究力強化に取り組んでおり、個人評価の点数化、処
遇への反映等をはじめとした全学的な制度改革に積極的に取り組んでいる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

高度なＩＲ機能の構築、教員組織の一元化などの施策によって、目標達成に向けた将来構想がなされている
と判断される。一方で、若手人材育成プランが具体化されていないため、特化する領域を強化するための研
究者の獲得や若手研究者育成に向けた明確な戦略が必要であると考えられる。 
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学改革と研究力強化の取組を一体的に推進している。将来構想においては、本ビジョンやこれまでの研究力

強化の取組状況等を踏まえ、以下５つの強化方針を掲げ、更なる研究力強化に向けて実効性のある取組を継

続的に実施することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業のこれまでの実績は研究力強化に向けて概ね向上しているが、それぞれの強化方針に基づいた取組

を進めるだけでは目標達成は困難であり、今後の取組みに更なる工夫が必要である。そのため、それぞれの

強化方針を独立して進めるのではなく、５つの強化方針を次のように相互に組み合わせることにより効率的

かつ効果的な取組を実施する。 

強化方針01：高度なIR機能の活用と優れたURAの育成については、他の強化方針（拠点形成、人材育成、

国際ネットワーク形成及び組織対組織の産学連携等）を進めるための下支えとなるものであり、この強化方

針により強固な岩盤を築くことで、大学院再編をはじめとした組織形成と戦略的な人員配置など大学改革を

推進する。また、国際通用性のある学位プログラム、研究拠点の評価や選定及びベンチマーク分析等を通じ

た効果的な支援に取り組み、強い分野の明確化や研究拠点の強化を行う組織の活性化を図るとともに人員配

置の適正化による優れた研究人材の確保・育成を図る。 

強化方針02：国際的学際・融合拠点への進化については、国際共同研究を加速する国際ネットワークの拡

充や世界的研究拠点（強化方針04）を継続して創出していくため、国内外の企業や海外大学、産業界・自治

体との連携（強化方針05）が重要となる。ＵＲＡをはじめとする研究支援専門人材により、海外大学とのコ

ネクション強化、海外動向の把握、国内外の企業との組織対組織の連携及び産業界への橋渡し研究の取組を

推進する。これらの機能強化のため、グローバル及びグローカルな視点を持ち、社会ニーズに対応するオー

プンイノベーション機構（仮）を設置する。以上の取組を通じ、国際的に存在感のある大学を目指し、持続

可能な世界的な教育研究拠点として優れた研究成果を積極的に発信していく。 

強化方針03：若手研究者等イノベーション研究人材の育成については、今後の研究力強化の担い手であり、

優れた人材の確保・育成は喫緊の課題である。この課題解決には、「意欲的で創造性のある研究者に対し積

極的に評価する制度」を含めた人事制度が重要となる。このことから、平成 28 年度から、教員人事につい

て部局等単位による管理から全学一元管理とし、学長の下に置く全学人事委員会により教育研究組織の枠を

超えた全学的視点からの戦略的・計画的な人員配置を行っている。平成 29 年度からは「優れた大学教員の

確保・育成のための方針～若手教員が安心して活躍する大学に～」を策定するとともに、テニュアトラック

制度や学内昇任制度などについてのＷＧを設置し整備を進めている。更に、若手研究者を含む研究人材の確

保について、全学で採用枠拡大の明確かつ戦略的な措置方針を定めるとともに、その措置方針に基づき、各

部局・分野毎に、早急に到達目標に向けた人員配置計画を定めることとしている。また、タコつぼ型の研究

活動にとどまることなく、国際ネットワークの拡充（強化方針04）による国際的で学際・分野融合研究を推

進（強化方針02）する研究環境の中で多様性を涵養し、若手研究者にとって魅力あるキャリアパスを確立し、

組織の活性化につなげる。 

具体的には、若手研究者等イノベーション研究人材の育成プランを策定し、若手研究者の確保、定着、育

成のステップごとに、魅力ある環境の提供、不安の解消、意欲の向上を実現していく。 

強化方針01：高度なIR機能の活用と優れたURAの育成

強化方針02：国際的学際・融合拠点への進化

強化方針03：若手研究者等イノベーション研究人材の育成

強化方針04：国際共同研究を加速させるネットワークの拡充

強化方針05：グローカルな協働を基盤とした社会連携の推進

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

広島大学の新長期ビジョン

SPLENDOR PLAN2017」に掲げ

た『持続可能な発展を導く

科学』を実践する世界的な

教育研究拠点へと発展 
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魅力ある環境の提供の段階においては、人事制度改革を基盤とした若手教員等採用枠の優先確保やテニュ

アトラック制度の整備、若手研究者へのスタートアップ等研究費支援、若手研究者が利用しやすい研究設備

の共同利用体制の構築といった取組により若手研究者を確保する。 

不安の解消の段階においては、新任教

員研修プログラムを実施しスムーズに研

究環境に慣れるよう配慮する。また、全

学的なメンター制度の導入による支援、

ＵＲＡ等による若手研究者に寄り添った

きめ細やかな支援や若手研究者の声を聴

く開かれた執行部や研究室の環境、これ

らにより若手研究者の定着を図り、若手

研究者等比率の向上につなげる。 

意欲の向上の段階においては、若手研

究者が挑戦的な研究にチャレンジするた

めの研究時間の確保やＵＲＡによる外部

資金獲得支援、高度な研究者育成プログ

ラムの実施、研究拠点形成、国際研究ネ

ットワーク形成を通じた異分野研究の融合のための学内外研究者とのマッチング支援などの取組を行う。積

極的に外部資金を獲得し、ＳＣＩ論文の執筆や質の高い教育、社会貢献を担える、ＰＩとして国際的に活躍

できる研究人材を育成する。 

若手研究者の確保、定着の取組みは本事業で積極的に取組んでいくが、若手研究者の育成の取組みは、確

保、定着を基盤とするものであるため、本事業で取り組みつつも、長期的な課題として検討していく。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率     28.99％ 

産学共著論文率     2.07％ 

Top10％論文率     9.52％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 貴学の優れたIR実績をさらに発展させ、確実な将来ビジョンを立ち上げている。特に、人事制度の見

直し、個人評価制度などの意欲的な取り組みは高く評価できる。 

⃝ 研究力強化の取組みの最初に、研究時間の確保を挙げており、現在の大学の実情を考えると重要な課題

でることから、URAの活動に期待したい。 

⃝ 若手教員比率については減少傾向となっている。人事制度の一元化の利点を活かすなどの対応の一層の

強化が望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省ホ
ームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【世界最高水準の研究とイノベーション創出】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

研究力強化に向けて、学術研究・産学官連携本部において総長を本部長とした組織の再編・体制整備

に取り組み、戦略的な対応をスピード感を持って行える、より一層強固な組織となった。 

また、総長が関係理事とともに学内の全研究院・研究所を訪問する「大学の機能強化を進めるための

意見交換会」を実施し、研究院長や若手教員らに対する直接ヒアリングを通じて研究力強化に向けた方

策を検討した。 

さらに、九州大学アクションプランに基づく「大学改革活性化制度」による教員ポストの再配分に並

行して取り組み、次のような改革計画の実行を決定した。 

・人文社会科学分野において独創的領域の研究者の採用によって共同研究活動を強化する「人社系共同 

研究教育コモンズ」の構築 

  ・「総合コホートセンター」による世界的疫学研究である久山町研究を中心としたコホート研究の推進 

  ・我が国において最高水準にある九州大学の昆虫科学を統合し、新たな「知」を創造する昆虫科学・新 

産業創生研究センターの設置 

機関名 九州大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 久保 千春 氏名 井上 和秀 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ－ 

全体に対する所見 

研究力強化のための取組として、数多くの取組がなされ、計画は順調に進捗していると考えられる。一

方で、それぞれの取組間の関係性を整理し、ロードマップに沿った研究活動等の具体化・活性化にスピ

ード感を持って取り組むことが必要と考えられる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

計画はほぼ順調に進捗しているものの、研究力強化に向けた一層の努力が期待され、本事業終了後にも

継続的な取組ができる体制の整備が必要と考えられる。研究から産学官連携を一気通貫する体制として

「学術研究・産学官連携推進委員会」を設置したことは評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

将来構想の実現にあたり、成果目標を早期に掲げ、具体的な課題・計画を設定し、目標の達成に向けた

ロールモデルの構築が求められる。 
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なお、継続的に研究力強化に取り組めるような体制整備として、次のような取組を進めている。 

・本学の強み・特色である「エネルギー教育研究機構」の拡充 

・「アジア研究教育機構（仮称）」の設置の検討 

・研究設備・機器の共同利用促進のための体制整備 

・学内における研究支援体制の強化 

② 現状の分析と取組への反映状況 

本学IR室において2017年の研究論文を分析した結果、Scopusに収録されている論文数は増加傾向で

あり 2017 年は RU11（研究大学の充実強化策について議論を行うコンソーシアム）参加大学における順

位は5位である。また、FWCIは 2011年以降世界平均値より高くなっているが、RU11にて10位である。

論文の質を表すTOP10％補正論文の割合も10％程度で推移しており年々高くなっているが、RU11にて9

位である。そして、国際共著論文数・国際共著論文比率はともに増加しているが、RU11にて国際共著論

文数は5位、国際共著論文率は4位である。 

国際共同研究をさらに推進するために、他機関との連携や分野融合研究の促進等を支援するための取

組を実施し、また、基盤的研究の支援強化や人材育成をさらに進めていくために、若手・女性・外国人

研究者に対する支援や外部資金の獲得支援等を引き続き実施する。そして、URA 機能を強化することに

より海外を含む競争的研究資金への申請・獲得支援等をより強固に実施していく。また、IR機能を強化

することにより、大学の意思決定を支援するためのより良い研究戦略マネジメント体制を整備してい

く。 

将来構想２【社会と共に発展する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

研究力強化に向けて、学術研究・産学官連携本部において総長を本部長とした組織の再編・体制整備

に取り組み、戦略的な対応をスピード感を持って行える、より一層強固な組織となった。 

   また、科学技術イノベーションを牽引し、産学官民の強力な連携を進めるとともに地域創成に貢献す

るために、以下の活動を行った。 

・関東、近畿を中心にライフサイエンス系企業約８０社及び材料・化学系企業約７０社を訪問し、

産学連携のネットワークを構築 

・本学の研究シーズを企業に紹介する「日本橋サテライトセミナー」を九州大学日本橋サテライト

でシリーズ開催 

・大学発ベンチャー事業シーズ育成支援プログラム（九大ギャップファンド）を実施し、学内の研

究成果から事業化シーズを発掘 

   なお、継続的な産学連携強化を図るため、これらの活動に基づき以下の取組を進めている。 

・組織対応型連携の下で実施する大型共同研究の拡充 

・地域の経済界と一体となった支援体制を活用した大学発ベンチャーの創出推進 

② 現状の分析と取組への反映状況 

URA を中心に取り組んでいるマネジメントを有する組織対応型連携等下での共同研究の仕組みは本学

の強みである。しかし、共同研究全体の受入状況は、主要７大学の中では低い状況にあり、また、共同

研究から創出される特許の実施についても同様の状況にある。これらの要因として、九州という地理的

条件もあり、企業等の開発ニーズの把握、大学の技術シーズの売り込みなどのマーケティング活動の充

分に行えていなかったと考えている。 

このような課題を克服し、目標達成に向けて産学官連携活動をさらに推進するために、特にライフサ

イエンス分野及びバイオ分野において、当該分野の産学官連携機能強化のために設置した学術研究・産
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学官連携本部病院地区分室及び日本橋サテライトの活用により、大学技術シーズ及び企業等の開発ニー

ズ双方に基づいたマーケティング活動等を活発に展開し、さらなる共同研究の実施、技術移転、大学発

ベンチャーの創出等に繋げる。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率    29.5 ％    － ％ 

産学共著論文率     4.3 ％    － ％ 

Top10％論文率    10.5 ％    － ％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 将来構想に対して総長のリーダーシップの下で、それぞれの「検討」、「拡充」、「体制整備」、「強化」

等が精力的に取組まれていることは評価できる。 

⃝ 各取組みの「効果の見える化」を強化し、それを全学的に共有化することが望まれる。この取組によ

りトップダウンとボトムアップの双方向の闊達なコミュニケーションによる組織文化の進化をもたら

し、ひいては将来構想に向けた取組みの「効果」の質の向上にも資することが期待される。 

⃝ 組織対応型産学連携等下での共同研究の仕組みは強みであるが、九州という地理的な条件もあり、成

果は期待通りではないとされている。この課題の克服が今後の取組みの進展のカギの一つである。こ

のような地理的な条件をプラスに働かせる工夫に期待したい。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【国際的な研究拠点を志向する地域起点型大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・ 2015年 4月設置の「国際先端医学研究機構」、2016年 4月設置の「国際先端科学技術研究機構」に続

く国際先端研究機構の更なる展開として、本学に深く関わる永青文庫等の熊本の歴史・文化資源を活用

した研究の重点化と国際連携を推進し、その成果を社会に還元する「国際人文社会科学研究機構」の設

置に向けて大学戦略会議を核に継続的な検討を進めている。 

さらに、新分野の開拓と融合研究の更なる展開を図るため、国際先端研究機構に設定した重点研究領

域のもと混合給与制による世界トップクラスの研究者の確保等、国内外の優れた研究人材を結集し、新

たな本学の強みとなる国際的な研究領域（異分野融合研究グループ）を創出する。 

・ 学内支援事業として、特定部局間の異分野融合研究や新領域創出を全学的に支援することによる新た

な研究分野の創出を加速化するための「異分野融合研究推進事業」の創設に向けた取組や、世界レベル

の研究拠点の高度化を図るため、2016年度より国際研究拠点として認定した４拠点（発生医学研究所、

エイズ学研究センター、パルスパワー科学研究所、先進マグネシウム国際研究センター）に対して継続

的な重点支援も行っている。 

   また、2017 年度より実施している拠点形成研究事業（みらい・めばえ研究推進事業）や、2018 年 5

月に設置した「健康長寿代謝制御研究センター」の研究成果を検証しつつ、将来的な本学の強みとなり

機関名 熊本大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 研究・社会連携担当理事 

氏名 原田 信志 氏名 松本 泰道 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： Ａ 

全体に対する所見 

学内研究特区制度を含め、意欲的に研究力強化に取り組んでおり、ＵＲＡ制度を整備し、キャリアパスの
構築に係る人事制度の整備も進められている。一方で、今後の構想については、人文社会系の活用も含めた
「地域起点」という視点が具体化できる構想が期待される。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

当初の目標に対する進捗状況が適切に把握され、組織再編による業務効率化に取り組むなど、研究力強化
のための強力な体制が構築されつつある。制度改革も含めた新たな取組への挑戦は評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

これまでの実績を踏まえ、継続可能な将来構想が計画されているが、研究・アウトリーチ戦略を具体化す
るなど、全学的な方向性を明確にすることが必要と考えられる。 

- 54-



 
得る新たな先導かつ先端的研究分野を創出（世界トップレベルの研究拠点を形成）する。 

・ 部局横断的な研究管理体制を構築するため 2017 年度に「熊本創生推進機構」を拡充・改組し、地場

企業、県・市等との連携による組織対応型の共同研究の推進と、その成果を社会実装に展開し、社会貢

献型・課題解決型の産学連携体制の構築により地域に大きく貢献していく。 

  また、熊本創生推進機構や永青文庫研究センター等の社会貢献・研究活動の成果検証に基づく「国際

人文社会科学研究機構」の設置により、「平成28年熊本地震」からの創造的復興を見据え、本学の教育・

研究成果を積極的に地域に還元することにより、これからの地域創生の中核となるべく「地域から世界

へ、グローカル研究の更なる展開」を実現する「地域起点型大学」を目指している。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 ・ 本学の強みである生命科学及び自然科学の両領域に学内研究特区として設置した「国際先端医学研究

機構」及び「国際先端科学技術研究機構」における新分野の開拓と融合研究の更なる展開と「国際人文

社会科学研究機構」の設置に向けて、海外研究機関との研究面での人材交流を推進するための研究支援

業務（相手機関の研究力分析、外国人研究者への事務支援等）や研究者海外渡航支援事業に取り組んで

いる。 

   また、自然科学・生命科学・人文社会科学の新たな融合を促進し、世界をリードする学術分野を創出

するため、異分野融合研究や新領域創出に向けた事業創設の企画・立案や国際研究拠点に関する評価（審

査）支援を実施している。 

・ 新たな先導かつ先端的研究分野を創出（世界トップレベルの研究拠点を形成）するため、「拠点形成

研究事業（みらい・めばえ研究推進事業）」や「健康長寿代謝制御研究センター」における研究活動を

把握・検証していく必要があるため、評価（審査）支援や研究力のモニタリングを実施している。 

・ 上述の取組に加え、国際共同研究を推進する取組を実施することにより、世界トップ大学と同等の成

果を上げていくことを目標として「相対平均被引用度」、「国際共著論文率」、「海外大学との交流協定数」

を成果目標として設定している。さらに、これらの国際的な研究活動の取組や成果について、プレスリ

リースやウェブサイト等を活用して積極的に発信することにより、本学における「国際的な存在感を高

める研究」の認知度ＵＰが図られ、更なる研究の重点化と国際連携の推進を期待することができる。 

・ 部局横断的な研究管理体制を構築するため拡充・改組した「熊本創生推進機構」において、研究の企

画・提案機能の充実、マネジメント体制の構築、研究経費・ライセンス料の見える化により、組織対応

型共同研究の推進、研究成果の社会実装促進、外部資金獲得増等を推進している。 

併せて、地方創生を図るため、グローカルな視点から地域課題の解決支援、新産業創出支援、雇用創

出支援、地域におけるイノベーションシステムを構築し、これらのノウハウを修得させるＯＪＴ等によ

り高度マネジメント人材の育成を可能としている。 

なお、「地域から世界へ、グローカル研究の更なる展開」として設定している「共同研究講座設置数」、

「知的財産の発明件数、特許出願件数、特許取得件数（2017年度目標値 378件：実績値 426件）」や「県

内地域企業等との共同研究件数（2017 年度目標値 71 件：実績値 106 件）」の各指標においても順調に

推移しており、十分な成果が期待できる。 

・ なお、この将来構想「国際的な研究拠点を志向する地域起点型大学」については、第３期中期目標に

も掲げており、本事業の核として位置づけ、学長（大学院先導機構長）主導により推進体制の充実・強

化を図っている。 
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将来構想２【ガバナンス改革とＩＲ機能の強化を推進する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 ・ エビデンスに基づく政策立案（ＥＢＰＭ）を推進するため、複数の高度な研究力分析ツールを活用し

た調査・分析に基づく大学経営戦略の企画立案とその実働において、学長主導による意思決定の迅速化

と効率化によって、対応する各取組の加速的な展開が可能となるよう、ガバナンス改革とＩＲ機能の強

化を推進する。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 ・ 本学では、学長がリーダーシップを発揮するためのガバナンス改革として、各部局長等の学長による

選任、学長による教員人事を含めた学内資源再配分機能の強化を推進している。なお、第３期中期目標

期間中の学長裁量資源として教員ポストを 25％、予算については単年度で 10 億円以上の確保に取り組

んでおり、若手研究者や女性研究者の雇用についても、この学長裁量ポストを活用している。 

 ・ 大学情報分析室（ＩＲ室）に併任配置していたＵＲＡを専任化し、大学情報の一元管理によるＩＲ機

能（研究力分析ツール）を活用した大学経営戦略の企画立案と、プロトタイプとして 2017 年度に作成

している大学情報データベースの実働強化を図るとともに、トップマネジメント支援による経営支援人

材を育成し、大学経営戦略の支援体制を強化する。 

将来構想３【科学技術イノベーションの基盤的な力を強化する大学】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・ 本学における国際的な研究力強化（本事業の核である「国際的な研究拠点を志向する地域起点型大学」

を含む）の実現にあたっては、第５期科学技術基本計画でも掲げられている「科学技術イノベーション

の基盤的な力の強化」が不可欠であるため、将来構想の１つとして位置付け、若手人材の育成・活躍促

進と大学の改革・機能強化を中心に「人材力」、「知の基盤」、「資金改革」の抜本的強化に向けた取組を

進める。 

 ・ 「人材力の強化」を図るため、知的プロフェッショナルとしての人材、及び科学技術イノベーション

を担う多様な人材となるＵＲＡについては、キャリアパスの実践や熊本創生推進機構の機能強化等によ

る育成と活躍促進により、優秀な研究マネジメント人材の自主財源による確保を目指し、研究支援体制

を強化していく。 

また、本学独自のテニュアトラック制度等を活用した優秀な若手研究者の確保並びに女性研究者の雇

用促進については、学長裁量ポストを活用しながらシェア率の増加を目指している。 

 ・ 将来構想１に掲げる「新分野の開拓と融合研究の更なる展開」、「国際共同研究の推進」、「世界トップ

レベル研究拠点の形成」などの研究環境の国際標準化に向けた取組を通じて、「知の基盤の強化」が着

実に進捗するよう全学的な研究力評価の成果指標として、論文数及びTop10%論文率の増加を設定しモニ

タリングしている。 

 ・ 「資金改革の強化」として、本事業開始後も順調に伸びている企業等からの共同研究について、引き

続き推進していくとともに、新たな分野での共同研究の展開を図り、2022 年度には 2016 年度実績比で

50%（約２億５千万円）増加させる。 

また、技術系職員の育成と技術連携による教育・研究への高度なサポートを実現するため、先端研究

設備サポートセンターを設置するとともに、全学的な研究設備の共用化を促進するため、全学設備共用

システムを構築し、世界レベルの研究環境を創出する。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・ 本学が国際的な研究拠点を志向していくためには、科学技術イノベーションの基盤的な力である「人

材力（ＵＲＡ）の強化」が必要であり、大学院先導機構に「ＵＲＡ推進室」を設置し、研究推進と産学
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官連携の支援体制により研究力強化を推進してきたが、ＵＲＡの高度化と流動性（教育・人材交流の活

性化）が課題であった。 

よって、「学内及び他機関での研修」や「グッドプラクティスや課題解決策の共有を図るためのＲＡ

協議会等」、「博士課程リーディングプログラムとの連携による各取組」へ積極的に参加（参画）するこ

とによるＵＲＡの育成を図るとともに、キャリアパスの実践を伴う研究マネジメント人材群の確保によ

り、高度且つ持続的な研究支援体制を確立する。 

   また、ＵＲＡを中心として国際的に卓越した若手研究者を獲得するための制度設計や周知活動等に取

り組んでおり、テニュアトラック制度等を活用した優秀な若手研究者の確保に貢献している。 

   なお、将来構想１のアウトプットである「海外大学、研究機関との研究面での人材交流を推進するた

めの研究支援や研究者海外渡航支援事業」についても、「国際的な研究ネットワーク構築の強化」とい

う観点から「人材力の強化」に寄与する取組と言える。 

 ・ 「知の基盤の強化」として、研究環境の国際標準化が着実に進展するよう、研究活動の活性化を図る

取組を実施しつつ、全学的な研究力評価の成果指標である「論文数及びTop10%論文率」の動向をモニタ

リングしながら研究力を向上させる。 

・ 「資金改革の強化」については、「熊本創生推進機構」において、研究の企画・提案機能の充実、マ

ネジメント体制の構築、研究経費・ライセンス料の見える化により、組織対応型共同研究の推進、研究

成果の社会実装促進、外部資金獲得増、ベンチャー企業の創出・育成支援、オープン・イノベーション

への取組強化、海外企業との共同研究等を推進するとともに、ＵＲＡによる申請書作成支援や情報収集

による外部資金の獲得増加にも取り組んでいる。 

また、設備マスタープランに基づく研究設備の共有化の推進と一元管理の実現に向けた全学設備共用

システムの構築に向け、検索システムの整備や利用促進のための広報活動・セミナーを実施するととも

に、技術系職員の育成による研究支援体制を強化するため、「技術支援の拡大を図るための技術系職員

スキルの発信」や「組織的な研修（総合技術研究会）」を実施する。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率 ２６.５％ ２８.２％ 

産学共著論文率 ４.２％ ２.９％ 

Top10％論文率 ９.２％ ８.６％ 
 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 継続した大学の社会的使命の発揮能力の強化に向けた多面的改革を学長のリーダーシップの下で推進

していることは評価できる。 

⃝ また、部局横断的な研究管理体制の成果として、成果の社会実装や社会貢献型と課題解決型の産学連携

体制への取組みも評価できるが、この改革における大学院の教育研究の実質化、社会が求める博士修了

者の質と量の増加に向けた全学的取組みが今後重要になると考えており、この点の対策が望まれる。 

⃝ ＵＲＡをはじめとする多くの「人材力の強化」の取組みについて、成果を期待したい。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【 先端科学技術の研究の高度化と新たな研究領域の開拓を行う大学 】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

将来の発展に向けた方策として、URA が研究企画力を発揮して新しい研究課題の創出に積極的に関与する

ことによって研究力を強化し、先端科学技術の研究の高度化とともに新たな研究領域の開拓を行うことを将

来構想として設定した。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

URAは、現在、IRを基本にした研究戦略策定支援、外部資金獲得支援、国際連携支援等の全学の研究マネ

ジメントを実施しているが、研究力の一層の強化のために、これらを充実させ、URA が異分野連携や産官学

連携に積極的に関与して学際的・分野融合的な研究課題の創出を戦略的に行う必要がある。このため、経営

企画力等の高度スキルを有する URA 育成のための本学独自の URA 強化制度を設けるとともに、平成 30 年度

に移行した１研究科体制のメリットを活かした学際融合的な課題および産官学連携課題の創出を中間的な

アウトカムとして設定した。 

将来構想２【 国際的に存在感があり競争力の高い大学 】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

本事業の前半 5 年間の成果である国際連携をさらに発展させ、URA のコーディネーターとしての役割を強

機関名 奈良先端科学技術大学院大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 横矢 直和 氏名 箱嶋 敏雄 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： A  

全体に対する所見 

意欲的に取組を進め、顕著な成果を上げているなど、順調に進捗しており、当初構想の十分な達成が見込
まれる。規模の拡大を行わないとしても、将来の発展に向けた方策については、今後も継続的に検討いただ
きたい。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

人事労務制度の改革により、URAのキャリアパスを含めた人事制度及び評価システムを整備したことは評
価できる。教員の高い流動性を生かした教員の戦略的確保の継続についても期待する。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

URAの人事制度の整備などが順調に進捗している一方で、主にコーディネーターとしての役割を期待され
ていることに対して、現状では大きなギャップがあると思われる。今後の推移に沿った検討が必要と考えら
れる。 
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化するとともに、より戦略的な国際連携体制を確立することによって、人材と研究をグローバル化すること

を将来構想として設定した。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

現在、これまでに設置した海外研究拠点（2 拠点）と学内の国際共同研究室（3 室）の管理・運営をはじ

めとした各種の国際連携の取組を行っているが、これらを継続するとともに、スーパーグローバル大学創成

支援事業とも連携して国際連携をより戦略的に進めるために、国際連携戦略推進 PT を全学的な組織として

設置することを取組に反映させた。 

将来構想３【 研究人材の戦略的確保を持続的に行う組織力の高い大学 】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

人材の高い流動性を活かした教員の戦略的確保の継続のために、世界 No.1 クラス教員の確保の指標とし

て、新たに Top１％論文著者教員数を設定して目標をより明確にした。さらに、将来構想を具体的に実現し

ていくために、研究者リクルーティング体制の強化を構想に反映させた。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

現在、本事業の若手研究者発掘・育成プロジェクトを活用してテニュア・トラック特任准教授を採用する

等、優秀な研究者の確保を進めているが、今後、さらに戦略的に教員を確保していくためには、国内外の研

究者を常にサーチして、必要に応じて非公募で採用を行う等のリクルーティング体制の確立が必要である。

このような体制の強化のため、全学的な取組として人材サーチコミティの立ち上げを取組に反映させた。さ

らに、教員確保のための環境整備として、女性教員・外国人教員採用へのインセンティブおよびスタートア

ップ支援の強化を取組に反映させた。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率        27.0% 

産学共著論文率         3.4% 

Top10％論文率        10.1% 
 

 
 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 本事業が順調に推進されており、URAの位置づけも明確にしている。更なる自主財源化率の向上が図ら

れることを期待する。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【 分野融合、部門横断研究が充実した大学（特色ある研究） 】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

長寿・安全・創造の３クラスターによる融合研究をこれまでは本事業の支援対象としてきたが、すでに進め

てきている先導研究センターの研究プロジェクトを含め、URA が幅広く融合研究の支援を行うように対象を

拡大した。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

融合研究の促進に向けた URA への期待を整理すると、（１）学内教員のマッチング、および（２）融合研究

プロジェクトの創出支援がある。 

（１）学内マッチングについては、慶應科学技術展 KEIO TECHNO-MALL や SFC Open Research Forum という

都内の展示スペースを利用した一般公開の研究紹介イベントを開催している。このような場で研究者間の情

報交換を促進し、分野融合・部門横断研究を促進するように、教員データベースの整備を進めている。 

（２）融合研究プロジェクトの創出支援として、2018年度は先導研究センターの研究プロジェクトである量

子コンピューティングセンターの開設をURAが支援した。 

将来構想２【 先進的かつインパクトのある研究ができる大学（高度な研究） 】 

機関名 慶應義塾大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 研究担当常任理事 

氏名 長谷山 彰 氏名 青山 藤詞郎 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： B  

全体に対する所見 

URA のスキルアップ方策による成果が創出されている一方で、多くの事業を並列して行う中での本事業の関
わりが明確に整理されておらず、本事業による成果、これまでに達成した計画と課題の顕在化が必要と考え
られる。URA 確保に係る財政基盤の方策策定も含めた、今後の戦略の具体化が求められる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

URA の組織内の位置付けが明確なものとなっておらず、URA の組織化やキャリアパス等の処遇を整備するこ
とが必要と考えられる。URA に期待する役割を整理し、研究力強化に向けた効果的な活用が期待される。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

URA のキャリアアップ、能力向上への取組を積極的に行い、事業終了後のURA の処遇を念頭に置いた取組
の検討が必要と考えられる。 
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① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

研究力の指標の一つとされる論文投稿数や被引用数の向上は、高度な研究の継続に付随するものであるの

で、「先進的かつインパクトのある研究」を行う次代を担う高度研究者を育成することを構想の中に盛り込

んだ。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

現状の支援策は、海外への論文投稿を支援する制度を進めている。論文の掲載数を増やす試みとして、URA

のスキルアップとして、海外論文執筆セミナーを受講して助言できるようにしている。今後は、著名な論文

誌のEditorを交えたディスカッションの場を設けるような働きかけを進めていきたい。 

将来構想３【 国際的な人材交流や共同研究が活発な大学（国際的に高い認知度） 】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

国際共同研究は従来研究室単位で散発的に行われてきたものを支援することが中心であったが、今後さらな

る人材交流や共同研究を活性化するために機関と機関との連携とその継続性が求められる。積極的に交流を

深めたい機関を選定し、その連携先を「研究連携重点拠点」と位置付け、今後のURAの活動が顕在化するよ

うにする。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

現状では、研究室からの依頼に基づき、共同研究の受け入れ業務を行っている。その契約業務の中で研究テ

ーマや研究費の調整をURAが行っている場合もあるが、今年度はプロジェクトの導出からURAが関与できる

ように海外出張費を計上し、URAのスキルとモチベーションアップも図る。 

将来構想４【 研究成果により社会貢献する大学（実学指向） 】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

実学指向の本学では研究成果による社会貢献は非常に重要である。また、産学官連携と技術移転によるイノ

ベーションは URA の関与がもっとも期待されるところでもある。そのため将来構想の中に、「実学」という

キーワードを盛り込んだ。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

本学のURAは大きく研究プロジェクト支援担当と知財担当に分かれている。これまでの案件創出は教員が主

体的に行い、ポストアワード中心の支援活動となっている。今後はプレアワード活動を大学として主導し組

織的かつ分野横断的に展開できるような組織体制の検討を行った。 

将来構想５【 研究支援体制が確立した大学（研究時間確保・資金獲得・リスク管理） 】 

①   平成29年度中間評価所見の反映状況 

本学における研究力強化促進事業の推進においては、支援活動の強化と研究支援体制の確立を事業の表裏一

体となった推進策として展開し、多くの事業を並列的に進めてきた。その中には、URAによる支援活動、URA

のスキルアップ、学内ルールの整備、現行の組織強化全てが盛り込まれている。そのためURAの活動が見え

にくくなった部分があると認識し、研究支援体制強化を目指す将来構想５を新たに設定した。また今後５年

間でURA人件費の自主財源化を進める 。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

すでにいくつかのキャンパスでは研究支援活動ワークフローの効率化を図るためのシステム化を進めてい

る。また、各キャンパスのURAの活動により収集された情報が共有できるように、コミュニケーションツー

ル導入の検討を行っている。さらに IR 分析を研究マネジメントに活用するワークフローの検討を始めてい

る。 
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【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率    21.4 ％     

産学共著論文率    5.2 ％     

Top10％論文率    12.5 ％     
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 全体的には、大学の方針に沿ったURAの活用が図られているが、学内の支援体制におけるURAの位置付

けが明確ではなく、本事業による効果が分かりにくい。研究力強化に向けた位置づけの整理が望まれる。 

⃝ 将来構想３「国際的な人材交流や共同研究が活発な大学」では受入ばかりではなく、若手研究者の海外

派遣も含め、世界に出ていく取組みの実施が望まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【国際研究大学に相応しい研究人材の集積と活用】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・ 大学の将来計画と本事業との一体的推進、教員の役割の明確化、URA制度の構築に関して高評価を得た。

漸減していた配分額が増額されたことを踏まえ、事業規模を維持しながら当初目標の達成に向けて邁進す

る。 

・ 10 年で 160 人の教員増の計画に関しては、各部局の将来計画に応じた査定による配分に加え、後述する

将来構想２、３における独自の研究拠点の創出や研究の事業化を具現化する取組と連動させ、引き続き戦

略的な配分を進める。その際、本事業採択時・中間評価時に記したように、若手・中堅研究者(35-45歳)

の年代層の厚みに留意した教員数の増加を図る。 

・ URA体制の充実・高度化と適正なURA人員の確保に関しては、特に国際連携・産学連携の機能の強化に留

意しつつ、URA制度の全学波及のため部局・組織・プロジェクト単位でのURAの配置を推進する。また、

将来 URAを志す人材がキャリアパスを描けるよう、URA の業務内容を内外に可視化し、URA人材の長期的

な視座からの確保に努める。 

機関名 早稲田大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 学事統括常任理事(副総長) 

氏名 鎌田 薫 氏名 橋本 周司 

平成29年度中間評価結果 

評点区分：S  

全体に対する所見 

私立総合大学としての特性を生かし、大学の将来計画に向けた改革と本事業とを一体的に推進することで、
研究力強化に向けて着実に取り組んでおり、今後の研究大学のモデルの一つになりうるものであり、今後の
発展が期待できることから、高く評価できる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

構想に沿った体制が着実に整備されており、教員の役割を明確化する規則を整備し、URA の人事制度を構
築・運用していることは高く評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

事業終了後の発展のビジョンに関して、現状を踏まえた実現可能性のあるものとなっている。「研究の事業
化」についての成果を期待したい。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

・ 本事業を活用してトップレベルの研究者に支援を集中する「次代の中核研究者育成プログラム」は、大型

外部資金獲得や独自の研究プロジェクト拠点の創出(将来構想２に詳述)などの成果を上げている。同プロ

グラムを自己資金で運営する学内制度として定着させるため、定量的・定性的な効果検証と実行可能な人

数・資金規模のシミュレーションを実施する。 

・ 一方で、トップレベル研究者のインセンティブに加え、全研究者を対象とした世代別等の研究インセン

ティブの多様化を図る。例えば、一律配分を基本としてきた学内助成制度を、競争型、年齢・キャリア対

応型、外部資金準備型など、目的をより明確化した上で量的・質的に充実させる。また、トップ10%被引

用論文への投稿支援や目的別雑誌への高度な投稿セミナーなどを利用状況と効果検証を踏まえ暫時改訂

しながら促進する。 

・ 学術院における教員人事に対して、採用基準の透明性を図るよう本部が関与し、より研究力の高い教員の

採用を促す。あわせて、俯瞰的な視点の下、大学として重点的に措置すべき分野・拠点等への教員の配置

を進める。教員の役割をこれまで以上に明確化し、研究指向教員の処遇向上や研究環境の整備を進め、優

れた研究者が然るべく評価される風土を全学的に作る。同時に報奨制度の拡充を含めた教員処遇の多様な

制度の整備をさらに進める。 

・ スーパーグローバル大学創成支援(SGU)事業との連動を強化し、ジョイント・アポイントメント(JA)制度

及び関連する招聘制度を拡充・整備するとともに、世界中から本学を訪問する外国人研究者数を増加させ

る。海外拠点を活用し国際共同研究の組織的連携をいっそう発展させ、優秀な外国人教員等の獲得に繋げ

る。同時に本学教員の海外での研究教育経験を拡充し教員の質をこれまで以上に高め、国際的プレゼンス

の向上を図る。 

・ 研究戦略センター以外の組織でのURA教員の雇用を促進する。本年度新たに採択された文科省「オープン

イノベーション機構の整備事業」の進捗に併せ、企業との共同研究の強化に係るURA機能を強化する。 

将来構想２【独自の強みを基調とした世界と伍する研究拠点の創出】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・ 大学の将来計画と本事業との一体的推進による研究力強化に着実に取り組んでいるとの高評価を得た。 

・ まず、将来計画「Waseda Vision 150」に基づいた本事業遂行の方針である「研究の組織化」「研究指向の

展開」「国際化推進」のうち、特に研究指向の展開として、社会の課題と結び付いた新たな研究分野へ挑

戦することとした。 

・ これを踏まえ、将来構想2においては、本学が独自に整備してきた研究機構や文部科学省などの支援によ

り整備してきたSGUモデル拠点の実績に基づき、(1)世界的な研究ハブの機能を発揮する拠点、(2)産学連

携の更なる展開のハブとなる拠点、(3)将来社会を見据えた課題解決を目指す学際的拠点、(4)環境・エネ

ルギー系、情報科学系、健康医療・生命科学系で府省等の研究プロジェクトに対応する拠点など、本学の

研究力を牽引し、本事業やSGU事業の支援によらない自立的な研究拠点・領域を形成する。 

・ 特に海外での研究プレゼンス向上と国際化の状況をモニタリングするため、QS 分野別ランキング 100 位

以内の件数を指標とする（18分野が目標）。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・ 本学は SGU において大学がトップダウンで強化すべき七つのモデル拠点(「国際日本学」、「実証政治経済

学」、「健康スポーツ科学」、「ICT・ロボット工学」、「ナノ・エネルギー」、「数物系科学」、「グローバルア

ジア研究」）を選定している。これらの拠点において、カウンターパートとなる海外大学と組織的な研究

教育交流を引き続き進める。また、2017 年度に文部科学省・私立大学研究ブランディング事業に採択さ

れた文理連携の「多様な全世代が参画する社会へのデザイン−医理工社連携による新知と実践—」を推進し、
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特色と強みを持った研究拠点への発展を目指す。 

・ URAは自身の活動を通して、4グループ(情報収集・分析、大型プロジェクト創造、研究拠点形成・発展、

アウトリーチ)の研究サイクルの機能強化に取り組む。具体的には、リサーチ・ディベロップメントに関

する情報収集、主要研究者やグループへのプロジェクト提案や組織的な国際連携、プレ・アワードとして

取り組む府省・産業界からの外部資金の獲得支援とポスト・アワードとして取り組むプロジェクト・マネ

ジメント、国際的なアウトリーチ活動等を通し、研究者と URA が拠点を共創するとともに、「研究力強化

本部」を介したトップマネジメントと持続的なマネジメント体制の構築に取り組む。 

・ 本事業での URA 機能の効果を測定するための外部資金獲得に関わる指標やアウトリーチに関わる指標は

設定済みである。新たに複合的な取組によって形成される研究拠点や領域数の目標値を定めて後半の事業

を展開する。 

・ これらの研究拠点の研究プレゼンスと国際化の活動をモニタリングする指標として、引き続き QS 分野別

ランキングを用いる。本事業経費等と自己資金を相乗的・補完的に投下し、2022 年に 100 位内の分野数

18 件を目指す。同ランキング 2018 では、50 位以内の分野数がひとつ増加し 4 件となり、これは国内 5

位に位置している。100位以内の分野数は8件と昨年度より1件減少したが国内6位を維持しており、200

位以内の分野数では24件と国内3位に上昇した。 

・ 中核研究者育成プログラム並びにSGUモデル拠点への集中的な投資の効果は、人文科学の現代語(世界22

位) の順位上昇に特に貢献しており、モデル拠点が関連する分野が 200位以内に 19件入っていることに

も好影響を与えているものと分析している。 

将来構想３【「研究の事業化」を加速する研究環境と研究組織の拡充】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・ 「『研究の事業化』についての成果を期待したい。」という本学の将来構想に対する前向きの評価を受けた。 

・ 本学は、中間評価時に報告したように、約100億円の自主財源により研究開発専用施設の新棟を建設中で

ある。新棟が竣工する 2020 年までに、施設環境の充実、オープン／クローズドな産学連携を推進する支

援体制の構築にも取り組み、事業期間内において関連する事項の制度化を実現する。 

・ また、裁量度の高い間接的経費（間接経費（公的研究費獲得時）＋一般管理費（企業の受託・共同研究費

獲得時））を大学が一元的に管理・執行する仕組みに順次改定しており、戦略的な研究者支援、専門者雇

用、研究施設管理など研究推進・戦略的支援の費用を賄う仕組み（以下「戦略的間接経費」）を充実する。 

・ 将来構想３の指標並びに目標値は、本事業採択時に掲げた外部研究資金総額145億円(1.5倍)、産学連携

収入25億円(3倍)である。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・ 建設中の新棟を活用する民間企業との共同研究について、本学は社会課題の解決という本学のミッション

を実現する提案により、本年度の文部科学省事業「オープンイノベーション機構の整備事業」に採択され

た。「研究社会実装拠点」と呼称する新産学連携拠点は、本事業の中間評価時に示した「社会の課題と結

び付いた研究プラットフォーム」として構築し、次代のエネルギー・環境技術など社会の価値創造に繋が

る四つの研究課題を推進する。将来構想３における公的助成を活用した「研究の事業化」の取組の一部が

反映されつつあり、この研究拠点を基に更なる産学連携の外部資金の増大にも取り組む。 

・ 本学は、2017年に「データ科学総合研究教育センター」を開設し、理工・人社系の専門領域の知見とデー

タ科学との融合を図るプラットフォームを提供することにより、大学全体の研究力の向上を目指してい

る。同センターでは、二つの文部科学省事業を推進中であり、その事業の中で金融に代表されるサービス

業とのデータビジネスに関わるコンソーシアムを形成している。同センターを中心とする新たな産学連携

並びに文理融合研究の創出を視野に入れて研究の事業化を促進する。 
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・ 研究スペースの不足の解消に向け、本部が所管する研究力強化施設の整備を継続的に進める。研究活動の

モニタリングデータ、研究者データベース、教育ポートフォリオデータベース、知財データベースおよび

法人経営の財務データベースを統合的に活用するためのシステム整備を進め、外部の研究者プロファイリ

ングシステムとも連動して運用することで IR 機能をさらに充実させ、重点的な資源配分や研究評価制度

など戦略的研究支援活動の一層の充実と効果的な実施に活用する。 

・ 2017 年度の外部研究資金は107億円と、前年比約3億円(約 3%)の微増であったが、一方で間接的経費は

企業からの受託・共同研究費の増加を受け16.7億円へと増加し、事業開始時のデータとして2012年度の

数字と比較すると、3.9億円増、約30%もの伸長となった。本事業が終了となる2022年度には外部資金総

額145億円の達成と共に、間接的経費を21億円に増加させることを目標とする。2032年に外部研究資金

で研究事業を自立的に推進する体制構築、即ち「研究の事業化」を完成させるためには、間接的経費が約

30億円必要と試算しており、このためには民間資金(受託・共同、研究助成、寄付)の割合を約3割(現状

21%)へと増加させると共に、基礎研究費、公的受託・共同研究費、民間資金の比を1：1：1とする必要が

あると試算している。以上のような長期的な試算に基づく研究力強化計画により「研究の事業化」を推進

する。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率 35.6 ％ 37.8％ 

産学共著論文率 5.8 ％ 3.5％ 

Top10％論文率 15.4 ％ 11.5％ 

 

※2018.10.29時点。両データベースでは収録誌が大きく異なるので、共通性が高い"article"のみを選択して比較標記した 

 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 本事業が順調に進捗していることが確認できた。URAについても良いモデルにもなっているが、事業

終了後にも定着するモデルとなるように期待する。 

⃝ 研究開発専用施設の新棟が、どのような実績につながるか興味深い。 

⃝ データビジネスに関するコンソーシアムの速やかな成果を期待したい。 

 

- 66-



 
平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【国際共同研究を通じて世界最高水準の自然科学研究を推進 
－世界最先端機器を開発整備し世界の先端研究機関との共同研究強化－】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 平成 29 年度中間評価の指摘等をうけ、以下の新たな取組を通じるなどし、世界最高水準の自然科学研究

の推進支援を充実させた。 

＜国際連携研究センター（IRCC）の設立＞ 

所見において取り上げられている『国際的先端研究の推進支援』をより一層すすめるため、国際連携研究

センター（IRCC）の設立を平成 30 年 8 月に行った。また、そのもとに、天文物理学と核融合科学の融合分

野であるアストロフュージョンプラズマ物理研究部門（AFP）を立ち上げた。これにより、米国・プリンス

トン大学やドイツ・マックスプランク研究所との協定に基づく研究者交流・共同雇用などを含めた国際交流

の取組を推進している。現在、米国プリンストン大学とドイツ・ボンに IRCC のブランチを置き、現地滞在

型の研究員による国際共同研究を実施するための協定締結に向け、機構本部のURA（CRA）が協定締結のため

のネゴシエーションを行い、協定文の作成を協定文の作成に長けている機構内関係機関のURA（DRA）が行っ

ている。また、すでに、米国プリンストン大学とは、機構のプリンストン大学滞在型特任研究員を国際共同

審査委員会で選考し雇用することを開始しているが、さらに IRCC のもと、機構本部の CRA が米国プリンス

トン大学に加えドイツ・マックスプランク研究所とも協議を重ね、国籍を問わず海外滞在型研究員を国際共

機関名 自然科学研究機構  

統括責任者 

役職 機構長 

実施責任者 

部署名・役職 機構長・研究力強化推進本部長 

氏名 小森 彰夫 氏名 小森 彰夫 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： S 

全体に対する所見 

 研究力強化の目標とそれを支える IR による研究力分析を元にした戦略立案、大学研究力強化ネットワー
クの設立をはじめとした、多くの研究機関との研究力強化に向けた連携などの実施により、当初計画以上の
成果が見込まれる。今後の発展が期待できることから、高く評価できる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

 機構に所属するURAと各研究所に所属するURAが、役割を明確にし、連携することによって、国内の共同
利用・共同研究の推進支援、国際的先端研究の推進支援を行うことによる成果を上げており、評価できる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

 共同利用・共同研究データベースを整備し、IRを活用して各機関の持つ強みを分析し、研究力強化戦略
策定に取り組むことには期待が持てる。外部資金の導入、管理については検討が必要と考えられる。 
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同審査委員会で採用する準備をすすめている。このように、所見に示された国際的先端研究の推進支援とと

もに、URAにおける役割の分担と協力を一層すすめている。 

また、IRCCに新たな研究部門を立ち上げるべく、海外駐在型本部URAの活動として機関のDRAの協力を仰

ぎながら、多くの海外研究機関と研究力強化に向けた連携が模索されている。その成果として機構本部ある

いは機構内機関と海外研究機関との学術協定の締結がすすめられている。 

 

＜民間資金も含めた財源の多様化による財政基盤の充実＞ 

 『外部資金の導入、管理については検討が必要』との中間評価結果の所見をうけ、国内の共同利用・共同

研究の推進支援、国際的先端研究の推進支援をさらに促進するため、新たに、産業界と連携を深め、研究力

強化のための資金源の多様化や産学連携研究を推進することとした。このため、機構として産学連携推進の

制度設計、組織的整備の準備を開始した。まず国内外の企業と産学連携研究を実施することを念頭に、産学

連携準備室を設置し、必要な制度の具体的な設計を行っている。そもそも、基礎研究を行っている研究機関

として、企業との組織的対話を通じたアーリーシーズをどのように見せていくのか（パンフレットの作成

等）、どのような研究制度を構築すれば産学連携研究が推進できるのか、また、外部資金獲得の多様化とは

どのようなものなのかなどを産学連携準備室で議論・検討し、規定・制度を整えるべく取組をすすめている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

＜国際共同研究ならびに国際的最先端研究の推進に関しての分析＞ 

 2017年度現在、大型国際プロジェクト（すばる望遠鏡、アルマ望遠鏡、大型ヘリカル装置）を含む国際共

同研究数は753件（指標①）となっており、目標の年間600件を大きく上回っている。また、国際共著論文

率（指標(3)）も順調な伸びを示し、50％を超え、極めて高い水準にある。 

 本機構は、上記①に記載した＜国際連携研究センター（IRCC）の設立＞等による国際的先端研究の推進支

援を今後も積極的にすすめ、中間的なアウトカムから事業終了後のアウトカムにつないでいく方針である。

今後もめまぐるしく入れ替わる国際共同研究のトレンドをリードし、国際共同研究の件数を維持していくた

めには、研究IRを駆使した国際共同研究のテーマ探索と、新たな国際連携先の探索、新たなIRCC研究部門

設立の道の模索が必須である。2018 年度には、こうした研究 IR を用いた国際連携の充実に向けた体制を整

備しており、今後は、機構内各機関の研究教育職員やURAが協働して、この体制を機能させていくことが必

要である。 

 研究の質の指標であるNatureIndex論文数(指標(2))は、事業終了時の目標200本以上（最終アウトカム）

に対して185.3本（2017年）となっており、すでに高い水準であるが、しかし、目標には届いていない。こ

れに対しては、国内外の共同利用・共同研究をさらに推進するとともに、異分野融合・新分野創成を刺激す

る取組を行うことが必要である。具体的には、研究 IR を用いて機構の強み・特色を把握した上で、生命創

成探究センターの設立、新分野創成センターの組織改変（新規 2 研究分野の設置）、大学共同利用 4 機構法

人の連携によるコロキウム開催および機構間連携研究プロジェクトの推進、機構内各機関の研究者による分

野間連携を目指したサイトビジットの実施、機構内若手研究者による分野間連携研究プロジェクトへの支援

等、新分野開拓につながる取組を実施しているところである。これらの異分野融合研究の進捗の把握につい

ては、中間アウトカムで、「異分野融合共同研究数」を指標として設定しており、目標 100 件（2020）に対

して86件（2017）と、順調な伸びを示している（指標②）。 

 

＜研究者支援の現況の分析＞ 

機構の若手研究者や女性研究者、外国人研究者をはじめとする多様な研究者が共同利用・共同研究を通じ

て世界最先端の研究を遂行できる環境を充実させ、それぞれのコミュニティーにおける質の高い研究が実施

できるよう、引き続き、研究環境の改善に努めている。そして研究環境の改善により、若手研究者や女性研
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究者、外国人研究者が機構に所属し、活躍してもらえるようにする必要がある。機構のこれら研究者に係る

2017年度雇用実績は以下のとおりである。 

若手研究者割合（指標(5)）は、35.5％と2022年度までの目標値（35％を維持）を維持しており、引き続

き、若手研究者の研究支援や海外派遣など、研究環境支援に取り組んでいくこととしている。 

女性研究者割合（指標(6)）は、上昇してきているものの、10.0％であり、最も達成が難しい目標（2022

年度に15％）であると考えている。女性研究者が研究し易い環境を整え優秀な女性研究者を外国から雇用す

る、女性研究者の雇用枠を広げるなどの施策を検討し、対策の1つとして実現させる必要がある。 

 外国人研究者割合（指標(7)）は、7.1％となっている。順調に上昇しているものの、2022年度の目標値で

ある10％に至るためには、さらなる努力が必要である。具体的には、①でも述べた国際連携研究センターの

新研究部門の設立を通じて海外機関との研究者の共同雇用や人材交流の活性化を促進することとしている。

また、外国人研究者の研究環境をさらに改善し、雇用を増やしていく努力を常に続けていく必要がある。 

 

＜民間資金も含めた財源の多様化による財政基盤の充実の現況＞ 

 中間評価においても指摘を受けたとおり、外部資金獲得に際して、産学連携研究の推進は、資金源の多様

化という意味でも必須である。まず、①にも記載したが、そもそも、基礎研究を行っている研究機関として、

企業との組織的対話を通じたアーリーシーズをどのように見せていくのか（パンフレットの作成等）、どの

ような研究制度を構築すれば産学連携研究が推進できるのか、また、外部資金獲得の多様化とはどのような

ものなのかなどを 2018 年度にまず産学連携準備室で議論・検討し、規定・制度を整え、産学連携を具体的

に実行に移すべく取組をすすめているところである。 

今後、2019年度には産学連携研究実施のための体制を整備（指標⑩）し、さらに、民間資金も含めた財源

の多様化による財政基盤の充実を最終アウトカムとして、2022年度に、民間資金も含めた外部資金（寄付金、

受託研究費など）獲得額40億円超を目標とした指標（指標(4)）を設定している。 

 

将来構想２【世界最先端の共同利用・共同研究環境を用いて大学等の研究力強化に寄与】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 所見において取り上げられている『研究力強化の目標とそれを支える IR による研究力分析を元にした戦

略立案、大学研究力強化ネットワークの設立をはじめとした、多くの研究機関との研究力強化に向けた連携

などの実施により』及び『機構に所属するURAと各研究所に所属するURAが、役割を明確にし、連携するこ

とによって、国内の共同利用・共同研究の推進支援』との記載に対するさらなる展開として、機構では、以

下の取組について、IRによる研究力分析を元にした戦略立案に基づき、機構本部CRAと機関のDRAが役割を

分担、協力して、大々的に事業を推進している。これらは、世界最先端の共同利用・共同研究環境を拡充す

るもの、または直接的に大学等の研究力強化に寄与するものである。 

 

＜共同利用・共同研究の推進支援と研究IRの機能の組織的充実＞ 

 所見において取り上げられている『研究力強化の目標とそれを支える IR による研究力分析を元にした戦

略立案』能力をさらに強化し、『共同利用・共同研究の推進支援』を一層すすめるため、これまで研究連携

室で行っていた研究IRを独立させ、新たに設けた共同利用・共同研究推進室にIR班を設置した。IR班は、

機構本部と各機関の IR 担当者（研究教育職員ならびに URA）からなり、これら IR 担当者が連携して自然科

学研究機構における研究 IR の方針を定め、機構の研究活動の見える化を図るとともに、共同利用・共同研

究の大学へ貢献の可視化や、異分野融合・新分野創成などの戦略立案、また、海外駐在型本部URAとも連動

した新たな国際連携の連携先・研究テーマなどの国際戦略立案等に必要な研究力分析を、機構本部・各機関

の強みをいかして実施することとしている。 
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本機構は、IR分析に活用することのできる、分野・機関の枠を超えた共同利用・共同研究を実施するため

のシステム、NOUS（自然科学共同利用・共同研究統括システム）を現在構築・一部運用開始している。IR班

は所見にも記載されている、共同利用・共同研究データベースと研究者背番号であるORICDを用いた研究者・

研究成果データベースを NOUS に組み入れる作業をすすめており、その完成を急いでいる。これにより、機

構本部・各機関の強みを活かして大局的に研究力強化戦略策定が可能となる。これらの進捗状況を把握する

ため、中間アウトカムとして、2020 年度には、すべての機関において NOUS の活用を開始することを目標と

している（指標③）。 

（図：共同利用・共同研究室の設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜異分野融合・新分野創成の促進＞ 

 新たな分野を開拓するため、また、新たな共同利用・共同研究の芽を探り育てるため、新分野創成センタ

ーを改組し、あらたに「プラズマバイオ研究分野」ならびに「先端光科学研究分野」を創設した。 

とくに前者は、名古屋大学、九州大学とともに「プラズマバイオコンソーシアム」を設立し、大学との連

携によって異分野融合をすすめている。 

 また、機構直轄の生命創成探究センターを設立し、大規模な生命情報の計測・観測とともに、構成的アプ

ローチを取り入れた、異分野融合による生命創成の探究を開始している。本センターでは、共同利用・共同

研究を本格的に行い、全国の英知を集めるとともに、全国の大学の研究力強化に貢献することとしている。 

 さらに、機構内での異分野融合・新分野創成をすすめるべく、若手研究者を主たる対象とした機構内サイ

トビジットを実施し、異分野の若手研究者が新たな発想で融合的研究を推進する環境を整えた。なお、機構

内サイトビジットの企画運営は機構本部CRAが、各サイトでの実施支援は機関のDRAが行っている。 

 

＜自然科学大学間連携推進機構（NICA）の運営＞ 

 機構内各機関におけるネットワーク型共同研究に複数参画している 13 の大学の執行部で構成する「自然

科学大学間連携推進機構（NICA）」を構築し、既存のネットワーク型共同研究のさらなる推進を図るととも

に大学の機能強化に資する取組を実施している。これまでに、機構の研究担当理事が構成大学の研究担当理

事を個別に直接訪問し、各大学の現場における課題の情報収集等を行うとともに、これら構成大学の研究担

当理事等が出席する協議会を毎年度開催し、大学の研究力強化に向けた具体的な方策について議論を行って
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いる。これまでの協議により、基盤技術の承継と最新技術の習得、若手研究者の育成に関する課題について

具体的な提案を機構から行い、実施案が固まってきている。また、NICAにより、大学への貢献の認知度拡大

と大学が期待する大学共同利用機関の在り方についての意見聴取も実現しているところである。 

 

＜研究大学コンソーシアムの設立による多くの研究機関との研究力強化に向けた連携＞ 

 25 の大学等が参画した「大学研究力強化ネットワーク」を発展的に解消し、新たに 33 の大学等が加盟す

る研究大学コンソーシアムを設立し、機構が幹事機関となり、研究大学として共通する課題について議論・

解決する場を設けた。具体的には、3 つのタスクフォースを設置し、検討を開始している。3 つのタスクフ

ォースは、URA等高度専門人材の活用に関するタスクフォース（座長：自然科学研究機構）、研究力分析に関

するタスクフォース（座長：大阪大学）、ならびに、国際情報発信に関するタスクフォース（座長：京都大

学）であり、本機構は全てのタスクフォースのメンバーになるとともに、その運営を幹事機関として先導し

ている。とくに、URA 等高度専門人材に関するタスクフォースにおいては、URA の質保証に関する提案をま

とめるなど、URAの定着と内在化に向けた議論をリードする役割を果たしている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

＜共同利用・共同研究によって日本の大学に貢献した論文の質の向上＞ 

 機構における共同利用・共同研究の件数（指標④）は、年間3211件にまで上昇しており、目標の年間3000

件をクリアしている。これは、極めて高い水準となっており、継続的に当該水準を維持していく必要がある。

また、共同利用・共同研究を通じて大学に貢献した論文の数は、1276本（指標⑤）と目標の1300件に近く、

また、大学に貢献した論文の Top10%論文割合（指標(1)）は、11％超と日本の平均を上回っており、本機構

との共同利用・共同研究が、大学の研究力強化に貢献していることが数値でも実証されている。 

 一方で、上述の貢献論文の Top10%論文割合は、毎年変動があるものの、13%台を目標としており、今年度

は下回っている。大学への貢献を通じた質の高い研究を遂行していくためには、国際共同研究や異分野融

合・新分野創成研究の実施などを充実させていく必要がある。このため、本機構は①に記載した＜国際共同

研究件数＞（指標①）や＜異分野融合共同研究数＞（指標②）、＜大学の要望・賛同に応じた大学間連携事

業（NICA事業）の設立＞（指標⑥）を維持・強化していく方針である。そのためにも、前述したように、研

究 IR による機構内研究機関の強みの把握と、それを元とした新たな研究テーマの探索・研究戦略立案が重

要である。本年度は、研究IRの体制強化を図ったところであり、今後は、こうした研究IRによる戦略立案

がタイムリーに機能するものと期待できる。 

 

＜国内外での認知度向上と大学等への貢献・可視化＞ 

機構が国際共同研究等を通じて世界最高水準の自然科学研究を推進するとともに、大学の研究力強化に寄

与していくためには、大学等への貢献の拡充・可視化をすすめるとともに、広く国内外に認知され、国民・

地域・社会・産業界等からも理解を得て活動していく必要がある（指標(9)）。これ対しては、各セクターに

向けたシンポジウム・プレス懇談会等の開催、国際情報発信（EurekAlert!の活用）において61件のプレス

リリース（指標⑦）・129,578件のPageView（指標⑧）、ならびに、国内外の各種メディアに取り上げられた

件数（オンラインメディアも含む）810件／月（平均）（指標⑨）など、順調な認知度の拡大を示している。 

こうした認知度向上とともに、機構の共同利用・共同研究等の大学への貢献を可視化し、エビデンスに基

づく戦略立案の実施につなげていくためには、機構において研究者・研究成果データベースの整備、共同利

用・共同研究のデータベースの整備をすすめていくことが必要であり、この取組の進捗を中間アウトカムに

おける指標（指標⑪）として設定している。 
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＜研究大学コンソーシアムの運営＞ 

上記①に記したとおり、研究大学コンソーシアムの幹事機関として、URA の認知拡大や内在化、研究力分

析、国際情報発信など、研究大学における共通課題についてコンソーシアムの運用を通じて議論をすすめて

いる。また、EBPMの普及展開についても、研究大学コンソーシアムでの活動を通じて図っていく。こうした

活動により、日本の研究大学群全体に対する大局的な立場からの実効性ある施策提案に結び付くこととなる

（指標⑫）。 

 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS （5799報） 

国際共著論文率 47.2％ 53.94％ 

産学共著論文率 5.6％ 2.52％ 

Top10％論文率 13.0％ 12.13％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 分野の異なる研究機関から構成される貴機構には、IRにもURAにも、大学とは異なった難しさがあるは

ずであるが、分野間、研究機関間のギャップを補う役目をURAが果たしている。 

⃝ 特に、国際連携研究センター（IRCC）の設立にあたってのURAの活躍が特筆される。 

⃝ 産学連携準備室の設置、外部資金獲得40億円は意欲的な取組みである。基礎研究を行っている研究機

関と企業との対話は簡単ではないが、国内外への情報発信・広報力強化の取組と合わせ成果を出すこと

を強く期待する。 

⃝ 研究大学コンソーシアムを立ち上げ、毎年、200名を超える参加者に対して、研究大学としてのノウハ

ウの横展開を図っていることを高く評価する。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【優れた研究環境・研究支援体制を有する機構】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

 中間評価においてその目標達成に期待をいただいたIR指標を軸として研究支援を進める構想については、

平成30年 7月には研究支援戦略推進部内に「IR 推進チーム」を設け、準備活動を開始した。 

具体的な行動計画を明確化すべきとの指摘を受けたURA制度の整備については、機構全体の人事方針が絡

むため、機構の各研究所・研究施設・J-PARCセンター・管理局等からのメンバーで構成される「URA人事制

度検討タスクフォース」を立ち上げた。機構の研究力強化に必要なURA職を定義し、定年制URAの導入、新

しい URA レベルの設定、研究職・技術職・事務職員の URA 職兼務など、URA 定着・内在化とともに、キャリ

アパスとしての URA 職の活用、URA のキャリア形成を促進するための「新人事制度」について、平成 30 年

10月に提案としてまとめた。 

指摘を受けた女性教員、若手教員、外国人教員の減少とその改善については、その原因究明と改善に向け

た検討を開始し、フレックス制の導入や子育て支援室の設置など、出来るところから改善を進めている。 

機関名 高エネルギー加速器研究機構  

統括責任者 

役職 機構長 

実施責任者 

部署名・役職 理事 

氏名 山内 正則 氏名 岡田 安弘 

平成29年度中間評価結果 

評点区分： A- 

全体に対する所見 

 IR 指標を軸とした研究支援を進める構想、多国籍参画ラボ及び多企業参画ラボを制度化したことは評価
できる。URA全員が有期雇用となっており、無期雇用に向けた制度整備をはじめ、機構全体の人事方針の明
確化が期待される。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

URAの配置が順調に進んでおり、IR戦略に基づく支援が行われているなど、URAの活用に関する環境整備
も進んでいる。一方で、本務者としての女性教員、若手教員、外国人教員のいずれもが減少しており、改善
が望まれる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

URAに関するポスト、財源の確保、キャリアパス、既存専門職の転換など、検討段階にあるものが多く、
具体的な計画が明確になっていない。早期に定着を図ることが期待される。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

機構の現行の IR 機能は、その場その時での個々の対応になっている場合もあるので、IR 推進の構想にお

いては、IR 関連項目の洗い出しと制度設計を検討する「IR 推進タスクフォース」を設置し、「IR 推進チー

ム」を核として平成 31 年 6 月までに「IR 推進室（仮称）」の設置の提案をまとめる。その提案を基に、機

構内の承認、規程等の整備を進め、事業終了時より早い時期での本格的な運用を目指す。 

URA 人事制度については、現状は研究力強化推進事業に特化した制度になっているが、URA 制度を機構全

体に融合させてゆくため、「URA人事制度検討タスクフォース」からの提案を基に、URAポストと財源の確保、

キャリアパスの構築、既存専門職の転換などを軸に、規程等の整備を図り、平成 32 年度に URA 新人事制度

を導入する。 

ダイバーシティ推進に関して、特に女性教員数に減少傾向がみられるが、転出した教員等への聞き取りな

ども参考にして検討を進め、より良い生活・研究・労働環境等の整備へと繋げる。また、インターンシップ

も含めた各種スクールの開催も積極的に活用し、ダイバーシティの増進を図る。 

将来構想２【グローバル展開を先導する機構】 

①  平成29年度中間評価所見の反映状況 

高い評価をいただいた多国籍参画ラボ事業については、最初のプロジェクトである「高ルミノシティコラ

イダーの研究開発」の活動を引き続き支援するとともに、高温超伝導技術の加速器応用に関する国際共同研

究チームをKEKを中心に結成し、当該研究者の外部資金獲得を支援するなど、第２プロジェクトの発足に向

けて準備を進めている。更に、超伝導空洞技術に関する国際共同研究など、多国籍参画プロジェクトとなる

可能性を秘めたテーマについて、国内外の関連する研究者との議論を展開している。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

多国籍参画ラボ事業及び大型国際プロジェクトを支援するために、KEKに設置されたCERN分室及びTRIUMF

分室の整備、外国人研究者の来訪支援、輸出入業務に関する支援体制を強化した。また国際会議及び国際ス

クールの開催を支援して、国際連携体制の強化と人材育成に貢献している。 

将来構想３【イノベーション創出で社会に貢献する機構】 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

良い評価をいただいている大学連携機能や民間企業との連携を進める多企業参画ラボ事業の機能を活性

化させ、さらに多くの大学や民間企業との連携を図りつつある。また、つくばの科学技術に満ちた地域性を

活かしたTIA連携事業を推進しており、TIA５機関（機構、産総研、物材機構、筑波大、東大）と協働して、 

新しく且つ大型の「知の創成」と「企業への橋渡し」を図っている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 機構のイノベーション機能を飛躍的に向上させるため、研究支援戦略推進部で培ってきた大学・産業連携

機能、TIA 連携推進機能、地域連携推進機能、多企業参画ラボ事業、知財財産推進機能、並びに管理局の研

究協力に係る事務機能を融合し、機構のイノベーション推進を統一して行う新しい「オープンイノベーショ

ン推進部」を設計し、その立ち上げ作業に着手している。また、加速器施設で構想されている「応用超伝導

加速器センター」の立ち上げを支援し、これと連携して、「先端性と地域性を活かしたイノベーション活動」

の活性化と拡大を図る。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率 53.5％ 56.05％ 

産学共著論文率 5.63％ 4.72％ 

Top10％論文率     16.01％ * 

*InCitesにより算出 
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研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 共同利用法人である貴機構には、大学とは異なったURAの役割がある。特に、研究の特性から、国際化

への対応は、URAに期待される役割の一つであることから、継続して推進することが望まれる。 

⃝ URAの活用が進んでいるが、自主財源化率が低いため、今後のキャリア形成促進のための「新人事制度」

を生かした機構内での対応を期待する。また2020年から立ち上げるとされる「新人事制度」と「IR推進室」

の具体的方針や取組内容について早急に検討し、今後のフォローアップ等において明確化することが望

まれる。 
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平成29年度中間評価結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

※本報告書の記載内容は、必要に応じて研究大学強化促進事業推進委員会からのコメントを付し、文部科学省
ホームページにおいて原文のまま公開する。 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【世界トップレベルの研究の推進】 
・4研究所が各分野の拠点として、論文の量と質を充実させて世界トップレベル研究力を維持しつつ、大学
等および研究コミュニティに貢献する。 
・国際化推進と多様性を重視し、女性・若手・外国人研究者の積極的採用と育成を図る。 
・IR分析により機構の研究力をエビデンスベースで把握し、新分野創成、異分野融合、産学連携、広報、国
際連携を推進する。 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

【研究力強化に向けた取組】 

・高い top10%論文数に加えて、機構に所属する研究所等の研究活動の IR 分析から、国際共著論文率、国際

会議等での速報性、長期被引用の源流論文、分野融合・新領域といった特長を活かして研究力を高めるとと

もに、これらの新しい観点でも研究力を評価する。 

・公的資金による研究成果の社会還元を推進するとともに、産業との協働による共同研究・受託研究を促進

し競争的資金の獲得増加と産業界への貢献を目指す。同時に、URA事業を実施するための自己財源の基盤強

化を図る。なお、これらの将来構想を達成するための指標（KPI）をロジックツリーおよびロードマップに

示した。 

機関名 情報・システム研究機構  

統括責任者 

役職 機構長 

実施責任者 

部署名・役職 理事 

氏名 藤井 良一 氏名 津田 敏隆 

平成29年度中間評価結果 

評点区分：Ａ－ 

全体に対する所見 

これまでの取組によって、一定の成果が出ている一方で、将来構想の実現にあたっては、産業界からの資金
等も含めたＫＰＩ設定と推進、社会・経済への貢献への現状と目標を明確化し、ロードマップとともに示す
ことが必要と考えられる。 

当初構想・計画の進捗状況に対する所見 

研究力強化に向けての体制整備や、ＵＲＡ制度の整備が進められていることは評価できる。一方で、当初計
画の推進に向けての研究推進体制の一層の整備、研究力強化に向けての取組の加速が必要と考えられる。 

今後5年間の将来構想に対する所見 

産業との協働によって、データサイエンスの利活用による新たな経済的価値創造と財政基盤強化、双方の人
材育成によって経営効果を実現する取組が必要であり、ＣＤとＵＲＡの一体化等のマネジメントの工夫に検
討が必要と考えられる。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

【世界トップレベルの研究推進】 

質の高い論文数(top10%論文)の水準は2017年も維持されている。さらにこれを向上させるため、「IR推進室」

にURAを配置し、機構の研究力に係る情報収集、定量評価・提案を開始した。IR推進室は年5件以上の戦略

提案を行って機構運営に反映させる。各研究分野における研究者支援活動についてIR分析に基づき機動的

に取り組みを進化させる。 

【新分野開拓、国際展開の取り組み】 

・URAが実施する戦略プログラム（未来投資型、機構間連携・異分野融合）及び国際連携促進プログラム（MoU

促進、国際ネットワーク）を実施することで、新分野開拓および国際化を進める。2017年度は、戦略プログ

ラムを18件実施しており、国際連携協定も増加している。 

【マネジメントの工夫】 

・3 職階の URA（上席 URA、主任 URA、URA）を公募し、企業・他大学等から経験豊富な人材を採用し、機構

本部および研究所とデータサイエンス共同利用基盤施設（DS施設）それぞれでURA活動を司る上席URAを各

1名配置した。さらに総合企画、研究推進、特定専門の3職務に適した主任URA・URAを配置し、機構本部・

研究所が有機的に連携して研究力強化を推進する体制を新たに構築した。今後、重要な業務等について必要

に応じて適材を無期雇用に転換することを含め、URAの雇用制度の見直しに向けた検討を進める。 

【産学連携、IR活動の強化】 

・機構本部のURAステーション内に「産学連携・知的財産室」および「IR推進室」を設け、URAと事務職員

を配置して、機構の機能強化を進めた。 

・特に、競争的資金・外部資金（公的機関、民間等）獲得については、産学連携・知的財産室が主導し、研

究所等と協力して、多様な資金源の獲得を支援する。弁理士資格を持つURAを配置し、産学連携活動に関係

するリスクを軽減するため、著作物取扱規程の改定や安全保障輸出管理等の業務対応を強化した。 

【広報活動、国際情報発信の加速】 

・機構本部の主要組織として担当理事直属の「広報室」を設けてURAを配置し、機構主催シンポジウム、国

際情報発信(EurekAlert等)、SNS活用を含めた幅広い広報活動を展開する体制を整備した。  

【多様な人材確保】  

・機構本部に「男女共同参画室」を設け、女性研究者の雇用促進、および現職の女性研究者の活動支援を行

っている。 

・多様な研究者の確保については、2017年度は、女性研究者比率が16%(目標20%)であり、若手が27%(目標

30%)、外国人 13%(目標 12%)である。女性研究者比率の向上へ向け、海外の研究者も含めて、クロスアポイ

ントメント等の多様な雇用形態の制度を検討する。 

・新規採用する女性教員に対してスタートアップ研究費を配当するとともに、育児期間中の男・女研究者に

ついて研究支援員の雇用費助成を行った。 

 
将来構想２【共同利用・共同研究の一層の強化】 
・大学等との組織的対話およびIR分析を基礎に大学等や広範なコミュニティ、社会・産業界の要望を正確
に把握し、共同利用・共同研究を通じた貢献を促進する。 
・研究コミュニティで必須インフラとなっている学術情報基盤（SINET5、DDBJ等）のさらなる機能拡充を図
る。 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・大学・研究機関等の学長等との組織的対話や IR 分析を活用して動向を把握し、共同利用・共同研究を通

じて大学等の広範なコミュニティを支援するとともに、社会・産業界における課題解決に貢献する。 

・産業界との協働による研究の経済的価値と財政基盤の強化を目標として、民間との共同研究・受託研究の

件数及び収入金額を指標として設定し、これを実現するために URA による産学連携戦略の PDCA を確立させ
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る。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・共同利用・共同研究機能を強化するため、電子的に課題申請や審査、成果報告ができる「共同利用・共同

研究高度化支援システム」を構築し、国公私立大学等の研究機関、公共団体・企業等、および海外からも共

同利用・共同研究に多くの研究者が参加しやすくする。 

・機構本部の執行部が大学等を訪問して組織対話を進め、機構の活動紹介と大学等からの要望・期待につい

て意見交換を進め、今後の運営に反映させる。 

・産業界にも共同利用・共同研究の門戸を広げ、「より広範な研究コミュニティへの貢献」をより明確化す

るために、民間との共同・受託研究の件数を指標として設定して、これを実現するためのURAの産学連携推

進の役割をより明確化した。 

・公的機関・民間からの自己収入（科研費、受託研究費、共同研究費、寄附金等）が2017年度に約36億円

となり、URAが活動してきた過去4年間で約9億円(約 30%)増加した。今後、さらに自己収入の増額を図り、

特に民間との共同研究・受託研究の獲得を計画的に進める。 

・中間評価の際に示した本事業終了後の将来構想（様式 3）として「機構長のリーダーシップの下、現在の

URA 組織を維持・発展し、機構として一体運営する体制を形成する。その運営予算は運営費交付金、外部資

金、間接経費等から負担する」としたが、本事業期間中から上記の自己収入の獲得に積極的に取り組み、本

事業終了後の自立に向けて段階的に財政基盤を拡充していく。 

 
将来構想３【データサイエンスを利活用した社会の形成（ＤＳ施設を中心にして広い研究コミュニティを形
成）】 
・DS施設を中心に広範な分野において大学等のデータサイエンスに関する研究および教育・人材育成を支援
する。 
・社会との協働によって、データサイエンスの利活用による新たな経済的価値創造を目指す。 

① 平成29年度中間評価所見の反映状況 

・データサイエンス共同利用基盤施設（DS施設）を中心に、データサイエンスに関する支援を幅広い研究コ

ミュニティに拡大するとともに、我が国の社会の課題解決に貢献する。 

・データサイエンスに関する産業界との共同研究・受託研究の件数を増加させ、機構の財政基盤の強化を目

指す。 

・データサイエンスに関する多様な人材育成プログラムを産業界にも提供し、社会人を共同研究の現場でデ

ータサイエンス人材として再教育し、社会・産業界で活躍させる。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

・DS施設での共同利用・共同研究を29年度から公募を開始し、課題に関する相談を経て、現在25課題が採

択されている。参加者には私立大学、海外大学に加えて地域団体からも多くが含まれている。 

・今後、さらにデータサイエンスの利活用による新たな経済的価値を創造するために、コーディネータ(CD)

と URAが協力して産業界および公共団体等へのマーケティング活動を促進し、社会・産業界のニーズに即し

た共同利用・共同研究をDS施設等で受け入れる。 

・URAと CDが一体化したマーケティング活動を推進し、データサイエンス研究を通じた産業との協働を促進

する。また、自治体等における社会課題解決の人材育成を目指し、社会との協働を推進する。 
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【参考】論文の質に係る指標について 

 

2013年-2017年平均 Scopus WoS 

国際共著論文率           48.6％ 

産学共著論文率           3.9％ 

Top10％論文率           11.8％ 
 

 

 

研究大学強化促進事業推進委員会コメント 

⃝ 将来構想１、２及び３に向けた取組の多面的・総合的取組みは、大学共同利用機関としてのミッションを果たし

ている点については評価できる。 

⃝ 一方、所々に「○○○を検討する」との記述があり、検討状況の具体的な記述が希薄であるという課題が見受

けられる。ロジックツリー等を用いて PDCA マネージメントの見える化が必要であり、また、その見える化を全

学的に共有する組織文化の高揚を期待する。 

⃝ 女性教員へのスタートアップ研究費の配当と育児期間中の男・女研究者への研究支援員の雇用費助成と

いった地道な取組みの効果が期待される。 

⃝ DS施設を中心に、データサイエンスに関する支援を幅広い研究コミュニティに拡大し、社会の問題解決

に貢献するという目標を達成するためには、多様な、きめ細かい工夫を伴う支援が必要であろうと思わ

れるが、成果が期待される。 
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「研究大学強化促進事業推進委員会」委員名簿 

 

 

飯 野 正 子   津田塾大学名誉教授（元学長）、 

                    日米教育交流振興財団（フルブライト記念財団）理事長 

 

   浦 野 光 人   元株式会社ニチレイ相談役 

 

黒 木 登志夫   独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター顧問 

 

     小 畑 秀 文   学校法人嘉悦学園理事、 

  かえつ有明中・高等学校長 

 

 ◎ 佐々木   毅   公益社団法人国土緑化推進機構理事長 

 

   柘 植 綾 夫   公益社団法人科学技術国際交流センター顧問、 

             元日本工学会会長 

 

 ○ 平 野 眞 一   上海交通大学講席教授・学長特別顧問・平野材料創新研究所長 

 

（◎委員長、○委員長代理） 
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今後の研究大学強化促進事業の実施方針について 

 

基本的考え方 

◆ 大学等が更なる教育研究水準の向上やイノベーション創出を図るためには、学長のリーダー

シップを支えるＩＲ機能を飛躍的に充実・実質化させ、個々の大学等の強み・特色を最大限活

かした体制・構想づくり、取組の具体化・焦点化が必要である 

◆ 本事業による研究マネジメント人材（ＵＲＡを含む）群の確保・活用や、集中的な研究環境改革

の実施に当たっては、将来の研究の担い手となる博士課程進学希望者の拡大や若手研究者

の育成・確保、イノベーション創出に向けた産業界との連携等の取組みとの連携の視点も重

要である 

◆ 今後は、行政事業レビュー「公開プロセス（EBPM）」の結果を踏まえ、各大学等が成果と課題を

分析し限られた資源を成果の高い取組に重点的に投入する等のPDCAサイクルが回せるよう

な取組を促し、補助事業終了後を見据えた財源措置も含む自主的な展開を目指す 

 

具体的推進策 

（１）事業終了後の研究力強化の自主的展開に向けたロードマップ等の策定 

（２）取組の維持・発展に向けた各大学等における戦略的なＵＲＡ等の配置計画の策定 

（３）論文の質の向上に資する取組の強化 

各機関の戦略に応じて、下記の指標その他の指標を適宜活用して、論文の質の向上に向け

た組織的な取組を一層推進 

    ①論文の質を示す指標の例 

      ・FWCI 

      ・Top 10%論文割合 

    ②論文の質と関連の深い指標の例 

      ・Nature Index論文数向上 

      ・国際共著論文割合向上 

        目標の参考値（各機関において適宜活用することが望ましい） 

          2019年までに国際共著論文割合を全機関で10％増（指定国立大学水準） 

          上位5機関においては38％（アジア主要大学水準） 

      ・産学共著論文割合向上 
 

平成30年度補助事業 

・将来構想報告書を踏まえた、ＵＲＡ等の配置計画とロードマップ等の策定 

・URAの有効性を測る指標の検討 
 

平成31年度補助事業に向けて 

 ・論文の質の向上に資する取組を強化するための支援の枠組みについて検討 

 

※平成30年度フォローアップの実施については、中間評価実施の翌年度であることを考慮し、

合理化・省力化を図り、上記ロードマップとそれに対する現在の進捗状況等について提出を

求め、書面確認の上（必要に応じてコメントを付す）、ＨＰを通じて公表する。 
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